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１ はじめに 
  平成２７年(２０１５年)４月、「子ども・子育て支援新制度」が施行されました。 

  越谷市では、「第２期越谷市子ども・子育て支援事業計画」や「新子育て安心プラン実

施計画」等に基づき、教育・保育サービスの充実とその整備に取り組むことになります。 

  今回、その取組のひとつとして、新制度で創設された地域型保育事業のうち、「小規模

保育事業Ａ型」を実施する事業者を募集します。 

 

２ 募集内容及び概要 
 ⑴ 募集事業 

   令和６年(２０２４年)４月１日（厳守）開設の小規模型保育事業Ａ型 

１事業所程度 

    ※自主財源による整備を行う事業者のほか、市補助金を活用し賃貸物件等を改修

して小規模保育事業を設置する事業者について募集します。 

補助金については、「６ 小規模保育事業所の改修等に係る補助金について(８

ページ)」をご確認ください。 

        ※選定審査の結果、該当なしとする場合もあります。 

    ※１事業者が応募できる事業所数は、１事業所までとします。 

 

 ⑵ 募集対象 

 小規模保育事業所の設置を希望する法人であり、令和５年(２０２３年)４月１日

時点で次のいずれかに該当する者。 

 保育所等※の運営実績が３年以上あり、申込時に保育所等の運営を行っている者。 

  ※保育所等に含まれるもの 

   ・児童福祉法第３５条第４項の認可を受けた保育所（認可保育園） 

   ・児童福祉法第３４条の１５第２項の認可を受けた家庭的保育事業等（地域

型保育事業所） 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第２条第６項に規定する認定こども園 

・児童福祉法第５９条の２の規定による届出をした施設（認可外保育施設）

で、「認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月

２９日雇児発１７７号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」で定め

る指導監督基準を満たすもの。 

 

 ⑶ 募集地域 

新越谷駅周辺 

募集地域については、「11 整備区域(14 ページ)」をご確認ください。 

 

 ⑷ 応募資格 

   「12 応募資格(15 ページ)」に掲げる要件を満たす法人 
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 ⑸ 利用定員 

   ３歳未満児 １５人～１９人 

    ※現在、越谷市では特に１歳児の保育需要が高い傾向にあることや、市の待機児

童数等を考慮し、事業所の定員設定について、審査において評価に反映します。 

    ※３歳児以降の小規模保育事業の利用については、「小規模保育事業における３歳

以上児の受入れについて（令和５年４月２１日付けこ成保２２こども家庭庁成

育局長通知）」をご確認ください。 

    ※設定された定員までの児童の利用を約束するものではありません。 

 

 ⑹ 開所時間 

   １１時間以上開所することとし、その他必要に応じ、越谷市との協議に応じていた

だきます。 

    ※「越谷市の延長保育に係る利用者負担について(57 ページ)」をご確認ください。 

    ※土曜日閉所及びお盆等の事業所都合の休所日がある場合は、審査において評価

に反映します。 

 

 ⑺ 事業実施に当たっての基準等 

   「３ 設備及び運営の基準について(概要)(４ページ)」及び「13 小規模保育事業

の概要(16 ページ)」をご確認ください。 

   また、建築基準法、消防法、都市計画法等や、越谷市で定めている条例・規則等を

遵守してください。 

 

 ⑻ 選定方法 

  ア 選定方法と選定基準 

    選定については１次審査（書類審査）及び２次審査（ヒアリング審査）により行

います。選定基準については「14 選定方法・選定基準 (18 ページ)」をご確認く

ださい。 

 イ 選定結果と公表 

    選定結果は、応募者に文書で通知します。 

    事業実施予定者については、越谷市ホームページ等で「事業実施予定者名」、「事

業所名」及び「事業実施予定地」を公表する予定です。 
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 【追加募集スケジュール（予定）】 

時期 事項 

令和 

５年度

(2023 年度) 

 

８月上旬 市ＨＰで周知開始。募集要項の公表 

８月７日～８月１８日 

事前協議 

（応募には、事前協議が必須となります。予約の上、

来庁してください。） 

（追加募集前の募集の際に事前協議を実施している場

合は、事前協議手続きを不要とします。） 

※公募に係る質問がある場合は、質問票をメールにて

ご提出ください。質問については、越谷市ホームペ

ージ上で公開する場合があります。 

※原則、電話による質問は受付けません。 

８月２５日～８月３１日 応募書類の受付 

審査 

９月１日～１０月上旬 

審査 

・１次審査（書類審査） 

 ※記載内容の不足により審査が不可能な場合、審査

において追加で確認したい内容がある場合には、

追加書類の提出を求めますので、後日提示する期

限内に対応してください。 

※提出書類の不足、記載内容の不足等により審査が

不可能な場合及び評点が０点の項目がある場合は

２次審査（ヒアリング審査）の対象としない場合

があります。 

 ※応募書類のうち財務書類等の一部を市が委託する

監査法人へ送付し、経営状況について確認依頼す

る予定です。 

・２次審査（ヒアリング審査） 

 ※９月下旬～１０月上旬を予定しています。法人の

代表者及び管理予定者の出席をお願いします。コ

ンサルタント等の出席は認めません。 

・選定審査会（９月下旬～１０月上旬） 

１０月上旬 選定審査結果通知 

１０月上旬～１０月中旬 
開設へ向けた打ち合わせ、周知用情報の擦り合わせを

行います。 

１０月中旬～１２月上旬 

小規模保育事業補助金交付申請 

～交付決定～入札～工事契約 

※社会福祉施設整備費補助に

係る契約手続き指導基準等

に沿った手続きが必要です。 

左記スケジュールは

補助金活用の場合。 

自主整備の場合は、随

時、開設準備開始 

１１月中旬 認可・確認申請書提出依頼 

１２月上旬～２月 改修工事等 

１２月下旬 認可・確認申請書提出 

２月中旬 社会福祉審議会 

３月中旬～下旬 現場確認 

３月下旬 設置認可・確認 

令和 

６年度

(2024 年度) 

４月１日 事業運営開始 
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３ 設備及び運営の基準について（概要） 

※今回募集する案件は、定員１５人～１９人の小規模保育事業所Ａ型です。 

 
小規模保育事業Ａ型 小規模保育事業Ｂ型 

対象年齢 ０歳児～２歳児 

定員規模 ６人～１９人 

保育に 

従事す

る者 

資格 保育士 
保育士＋ 

保育従事者(研修必要) 

配置 

割合 

【０ 歳 児】３：１ 

【１・２歳児】６：１ 

 ＋１ 

【０ 歳 児】３：１ 

【１・２歳児】６：１ 

 ＋１ 

保育士割合１/２以上 

保育室等 

【０・１歳児】 乳児室又はほふく室(１人 3.3 ㎡以上) 

【２ 歳 児】 保育室又は遊戯室(１人 3.3 ㎡以上) 

※１階に設置されていること。 

屋外遊戯場 屋外遊戯場（付近の代替地可） ２歳児１人につき 3.3 ㎡以上 

便所 幼児用便器の設置目安：１５人につき１据 

給食 

方法 原則、自園調理 

設備 
調理設備 

※連携施設等からの搬入の場合は、加熱、保存等の調理機能が必要 

職員 調理員 (調理業務の委託、連携施設等からの搬入の場合不要) 

連携 

連携 

内容 

保育内容の支援 

代替保育の提供 

卒園後の受け皿の確保 

連携 

施設 

認定こども園 

幼稚園 

保育所(私立) 

※一定の要件下で、上記以外とも連携可能 
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４ 応募手続きについて 
 ⑴ 募集要項等の公表 

  ア 公表期間  令和５年(２０２３年)８月上旬から 

  イ 公表方法  越谷市ホームページに、募集要項及び公募申込書等の様式類を掲載 

 

 ⑵ 事前協議 

   事前協議は、今回の募集にあたり必須とさせていただきますので、応募をお考えの

場合は、あらかじめご予約の上、ご来庁ください。（予約がない場合は、事前協議は、

お受けできません。） 

   ただし、追加募集前の募集の際に事前協議を実施している場合は、事前協議手続き

を不要とします。 

  ア 実施期間  令和５年(２０２３年)８月７日(月曜日)～８月１８日(金曜日) 

          （土曜日・日曜日・祝日を除く。）※期間・時間厳守 

  イ 実施時間  午前：９時～１０時、１０時３０分～１１時３０分 

          午後：１時３０分～２時３０分、３時～４時 

          ※相談時間は、１回につき６０分までとさせていただきます。 

  ウ 備考    事業所開設予定場所を示した地図、図面等があればご持参ください。 

   

 ⑶ 応募書類の受付 

  ア 受付期間  令和５年(２０２３年)８月２５日(金曜日)～８月３１日(木曜日)  

          （土曜日・日曜日を除く。）※書類及びデータともに期間・時間厳守 

  イ 受付時間  午前：９時～正午、午後：１時～５時１５分 

          ※上記時間以外の受付は行っておりません。 

  ウ 受付場所  越谷市子ども家庭部子ども施策推進課（市役所第二庁舎２階） 

  エ 提出方法  受付場所まで、直接ご持参ください。なお、データについては、「10 

問合せ先（13 ページ）」にあるメールアドレスまで、タイトルを「小

規模公募に関する応募書類」としてお送りください。 

          ※データの提出の当たっては、オンラインストレージサービスの使

用はご遠慮ください。 
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  オ 提出部数  正本１部、副本１部（副本は正本のコピーで可）の合計２部及び別

途指定した書類データ 

          応募書類は、Ａ４版２穴ファイルに綴じてください。項目名を記し

た仕切紙にインデックスを付け、その後ろに資料を綴じてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 質問票の受付 

   質問については、越谷市ホームページ上に掲載している質問票により受け付けます。 

質問がある場合は、「10 問合せ先（13 ページ）」にあるメールアドレスまで、タイ

トルを「小規模公募に関する質問」としてお送りください。 

質問及び回答については、質問者を伏せたうえで、越谷市ホームページ上で公表す

る場合があります。 

  

《作成例》 
 ２ 申 込 者
に 関 す
る書類  

１事業計

画書 提出書類

一覧 申込書 

１ ２
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５ 給付費について 

  子ども・子育て支援新制度では、認可基準及び確認基準を満たした施設及び事業者に

対し、国が定める公定価格に基づき給付費が支給されます。 

  給付額は、国の定める公定価格から、利用者負担額を控除した額となり、毎月児童・

保護者の居住地市区町村から支払われることになります。 

  公定価格は、地域区分や利用定員、認定区分による基本額（児童一人当たりの単価）

と、職員配置等による加算額により決定されます。詳しくは下記サイトをご覧ください。 

  なお、利用者負担額は、児童・保護者の居住地市区町村が保護者の所得に基づき決定

しますので、徴収については、各事業者において実施していただきます。 

 

  【参考サイト】 

     ▶ 子ども・子育て支援制度全般 

        https://www.cfa.go.jp/policies/kokoseido/ 

     ▶ 事業者向け情報（事業者向けＦＡＱ・公定価格に関する情報も掲載） 

        https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/jigyousya.html 

 

 

  【公定価格（イメージ）】 

 

 

 

 

  【子ども・子育て支援制度での事業所の利用について（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※越谷市外に居住している場合は、居住地市町村が認定し、給付費を支払う。 

公費負担額【地域型保育給付費】 
（保護者の居住地市町村から支給） 

利用者負担額【保育料】 
(事業者で徴収) 

公定価格 
※認定の区分、保育必要量等を勘案して算

定される、保育に通常要する費用の額 

② 

地
域
型
保
育
の
提
供 

所
得
に
応
じ
た
利
用
者
負
担 

地域型保育 
事業者 

保護者 

越谷市 

子ども・子育て支援制度では、保護
者は給付を受ける資格があること
の申請を市に対して行い、それに基
づいて市が認定を行う(①) 
認定を受けた保護者は、事業者(設
備基準を満たし「認可」され、運営
基準を満たし「確認」を受けた事業
者)を利用したときに(②)、市から
給付が行われる(③)仕組み。 
 

※給付は、保護者に対する個人給
付だが、確実に地域型保育に要
する費用に充てるため法定代
理受領制度が採用される。 

https://www.cfa.go.jp/policies/kokoseido/
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/jigyousya.html


- 8 - 

６ 小規模保育事業所の改修等に係る補助金について 
  小規模保育事業に対する補助金は、賃貸物件等において小規模保育事業所を開設する

ために行う改修等に要する経費が対象となります。(国の要綱改正により、内容が変更に

なる場合もあります。) 

  ただし、建築基準法等関係法令で規定する必要な手続きを怠った場合等については、 

 補助金の交付決定を取り消し、又は交付した補助金の返還を命じることがあります。 
 

 ⑴ 補助対象者 

   賃貸物件等により新たに小規模保育事業所を設置し、認可を受けようとする者 

 

 ⑵ 補助対象経費 

   賃貸物件等により新たに小規模保育事業所を設置する場合に必要な改修等に要する

経費のうち、次に掲げるもの。 

   ・工事請負費 

   ・原材料費 

   ・需用費（燃料費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料） 

   ・役務費（通信運搬費、手数料） 

   ・委託料 

   ・使用料及び賃借料（礼金を含み、敷金を除く。） 

   ・備品購入費 

   なお、次に掲げるものは、対象となりません。 

   ・施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の買収、土地の整地等を含む。）に要

する経費 

   ・既存施設の破損や老朽化に伴う改修・修繕を目的とする事業に要する経費 

   ・補助対象経費に係る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法(昭和６３年法

律第１０８号)の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に地方税法(昭和２５年法律第２２６号)の規定による地方消費税

の税率を乗じて得た金額の合計額 

   ・補助金交付決定前に契約締結した場合 

   ・同種の補助金を国や県から受けている場合 

 

 ⑶ 補助額 

   補助対象経費の額に４分の３を乗じて得た額とします。（１,０００円未満の端数が

生じた場合はこれを切り捨てた額となります。） 

   ただし、補助の上限額は、１,０００万円となります。 

 

 

 

 

 

補助額の例 

   例１）対象経費 15,000,000 円の場合 

        15,000,000 円×3/4＝11,250,000 円 

補助基準額 10,000,000 円＜対象経費の 3/4 の額 11,250,000 円 

 ⇒ 交付額 10,000,000 円 

    例２）対象経費 10,000,000 円の場合 

        10,000,000 円×3/4＝7,500,000 円 

        補助基準額 10,000,000 円＞対象経費の 3/4 の額 7,500,000 円 

         ⇒ 交付額 7,500,000 円 
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７ その他事業所整備・運営に当たっての諸条件 
 ⑴ 近隣対応について 

   円滑な事業所運営には、地域の方々の理解と協力が必要不可欠です。 

応 募 前 段 階 

応募予定地の自治会長等に対し、応募前に「小規模保育事業所設置

について市へ申込みを行う」ことの説明をするとともに、近隣住民

への周知方法等について、確認や相談をした上で近隣住民へも周知

を行ってください。 

採 択 後 ～ 

改 修 工 事 開

始前 

用途変更等の手続きを行う前に速やかに地元自治会、近隣住民の

方々に「小規模保育事業所を運営することが採択されたことから、

令和６年(２０２４年)４月から小規模保育事業を行う予定である」

ことの周知を行ってください。 

工 事 着 手 前 

改修工事計画が確定次第、工事スケジュール、連絡先、工事車両の

通行等について、地元自治会、近隣住民の方々に近隣・地域への影

響も含めて説明してください。 

 ⑵ 用途変更の手続きについて 

   認可予定者として決定された後、施設の延床面積が２００㎡を超える場合には、速

やかに建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)における用途変更の手続きを行ってく

ださい。ただし、２００㎡未満の場合も建築基準法を遵守することが必要ですので、

建築士に相談してください。 

   また、当該地が市街化区域であり、用途変更の手続きが必要な場合、越谷市まちの

整備に関する条例(平成１４年条例第５１号)について、開発指導課へ協議してくださ

い。 

 ⑶ 工事施工業者等の選定（入札の実施）について 

   小規模保育事業改修工事にあたり、補助金を活用する場合、工事の施工業者等の選

定に当たっては、以下に従ってください。万が一、整備に係る契約手続きが、当該基

準の定めによらずに不適正に行われた場合には、当該事業の整備費については、補助

金の交付決定を取り消し、又は交付した補助金の返還を命じることがあります。 

   工事においては、複数の工事業者から見積りを徴収し、選定する必要があります。 

  事前に参考見積りを徴収し、予定価格を設定した上で、市の規定に準じて以下のとお

り選定してください。 

 執行予定額 選定方法 

ア １，０００万円以上 「社会福祉施設整備費補助に係る契約手続指導基準」に従う 

イ 

１，０００万円未満 

 １３０万円を超える 市の規定に従う(指名競争入札) 

 １３０万円以下 市の規定に従う(見積り合わせ) 
    

ア 執行予定額が１,０００万円以上の場合 

    「社会福祉施設整備費補助に係る契約手続指導基準」に従ってください。 

         詳しい契約手続については、以下を参照してください。 

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/smph/kurashi_shisei/fukushi/syakaihuk
usi/shidoukansa/syakaifukusisisetuseibikoujikenn.html(越 谷 市 ホ ー ム ペ ー ジ

内) 
 

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/smph/kurashi_shisei/fukushi/syakaihuk
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   イ 執行予定額が１,０００万円未満の場合 

市の規定に準じて以下のとおり選定していただくことになります。 

    (ｱ) 業者の選定方法について 

      工事においては、複数の工事業者から見積りを徴収し、選定する必要がありま

す。 

        事前に参考見積りを徴収し、予定価格を設定した上で、市の規定に準じて以下

のとおり選定してください。また、５００万円を超える工事を発注する場合は、

必ず、建設業の許可を受けている業者を選定してください。 

       ▶ 予定価格が１３０万円以下の場合は 

       見積り合わせによる選定が可能です。複数の業者からの見積り合わせにより、

最も安価な業者と工事請負契約を締結してください。 

       ▶ 予定価格が１３０万円を超える場合は指名競争入札 

         業者は改修工事等の実績が十分にあることなどを確認して、事業者で選定し

てください。 

    (ｲ) 指名業者数について 

       小規模保育事業者の指名業者数は、建設業に関する知識や情報が限られている

と見込まれることや入札手続き等の経験にも限度があると考えられることから、

金額に応じて、市基準の過半数以上としています。  
５０万円以下：２者  

５０万円超～１００万円以下：３者  
１００万円超～               ：４者  
 

     （参考：市基準）  
５０万円以下：２者  

５０万円超～１００万円以下：４者  
１００万円超～               ：６者  

    (ｳ) 建設業法に基づく見積り期間 

      指名通知から入札書提出までの見積り期間は、以下の期間を確保することが必

要です。（土・日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、１２月２９日

から１月３日、通知日及び入札日を除く。） 

・５００万円未満の工事：1 日以上 

・５００万円以上５，０００万円未満の工事：１０日以上 

 

８ 連携施設について 
  小規模保育事業者をはじめとする地域型保育事業者は、適切かつ確実な保育を行い、

また、地域の保育を必要とする児童が卒園後も継続的に保育を受けられるように、連携

施設を確保しなければなりません。 

  下記の内容について連携協力を行う施設を確保し、これらの施設と連携協力に係る確

約書等を締結してください。連携先は、複数設定していただいて構いません。 

  なお、連携施設の確保は、今回の応募に際しては、下記３要件のうちの「卒園児の受
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け皿の確保」に関する連携施設の確保が必要です。なお、連携施設までの距離は、審査

において評価に反映します。 

 

⑴ 連携協力の内容 

  ア 保育の支援 

    利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に対す

る相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。 

  イ 代替保育の提供 

    地域型保育事業所の職員の病気、休暇等により保育を提供することができない場

合に、必要に応じて、当該地域型保育事業者に代わって保育を提供すること。 

  ウ 卒園児の受け皿の確保 

    保育の提供を受けていた利用乳幼児を、当該保育の提供の終了に際して、当該利

用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き連携施設において受け入れて教育

又は保育の提供を行うこと。 

 

 ⑵ 連携施設 

   認定こども園、幼稚園、保育所(私立) 

   ※代替保育の提供及び卒園児の受け皿の確保については、一定の要件下で教育・保

育施設（認定こども園・幼稚園・保育所）以外との連携が認められています。 

 

 

９ その他の留意点 
 ⑴ 今回の募集に係る一切の費用は、応募者の負担とします。 

   また、建築確認申請を含めた事業所整備に係る費用及び開設前の職員の研修費等事

業者の運営に係る費用は全て応募者の負担とします。 

 ⑵ 提出された書類は、返却しません。 

   また、提出期限後の提出書類の差替え及び再提出は、誤字・脱字等の修正を除き、

原則、認めません。ただし、事業実施予定者の選定等に当たって確認が必要とされた

場合、追加・補正資料の提出を求める場合があります。 

 ⑶ 法人の本店(本部)、事業所開設予定場所及び現在経営している施設等の現地確認を

行う場合があります。 

 ⑷ 次のいずれかに該当する場合は、失格となる場合があります。 

  ア 応募書類等が提出期限に遅れて提出されたとき。 

  イ 応募書類等が本募集要項に記載の要求基準を満たさない(提出書類、記載内容に不

足がある等)とき。 

  ウ 応募書類等に虚偽の記載がある等重大な瑕疵があったとき。 

  エ 審査の公平性に影響を与える行為があったとき。 

  オ その他、関係法令及び本要項に違反すると認められるとき。 

 ⑸ 公募の公平性を期すため、担当者等に対して自らの応募書類・提案内容に係る優劣

等の質問や審査内容に係る問合せは、ご遠慮ください。 
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 ⑹ 提出された書類は、越谷市情報公開条例の対象となり、請求により開示する場合が

ありますので、ご承知おきください。 

 ⑺ 他の法人からの贈与を見込む場合や、法人財産の取崩しを行う場合であって、当該

法人が認可法人であるときは、当該法人の所轄庁の証明、許可等を受けてください。 

 ⑻ その他必要に応じ、関係機関（官公庁･金融機関等）へ問合せを行うことがあります。 

 ⑼ 審査の結果、事業実施予定者として選定された場合であっても、その後、本要項、

添付資料及び条例等の関係規程に基づいた事業所整備を行えなかった場合あるいは故

意または過失による重大な瑕疵が判明した場合、本事業実施予定者としての地位を取

り消す場合があります。 

 ⑽ 事業実施予定者として選定された後の事業計画の変更については、サービスの向上

につながるものや事業所の実施設計に伴うもの、天災等やむを得ないもので評価に影

響を与えないもののみ、市と協議の上、認める場合があります。 

   ただし、重要な事項（整備場所、寄附金、管理者予定者等）の変更は原則として認

めません。特に、管理者予定者として採択された管理者の変更と事業実施場所として

採択された事業所の移転については、事業所の円滑な運営及び保護者や近隣住民との

関係構築の観点から、原則、開所後３年間は認めません。 

 ⑾ 事業所の名称については、その公益性と中立性に鑑み、特定個人等を顕彰するよう

な名称とならないよう十分考慮してください。また、利用者等の混乱を避けるため、

市内に既存する施設や事業所の名称と類似の名称は避けてください。 

 ⑿ 本募集要項の記載内容については、制度改正に伴い変更する場合があります。 

 ⒀ 不測の事態により事業の実施が困難となった場合、募集を中止することがあります。 

 

10 問合せ先 

  越谷市 子ども家庭部 子ども施策推進課 小規模保育事業所公募担当 

    電  話：０４８－９６３－９１６５（直通） 

    Ｅ-Mail：kodomoshisaku@city.koshigaya.lg.jp 

  ※質問については、質問票に記載の上、子ども施策推進課へメールをしてくだ

さい。（タイトルを「小規模公募に関する質問」としてお送りください。） 

     

mailto:kodomoshisaku@city.koshigaya.lg.jp
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11 整備区域 
今回の公募では、令和５年（２０２３年）４月現在の利用申込み状況及びその他待機児

童解消に係る計画を踏まえ、新越谷駅周辺を対象に募集を行います。 

 

区 域 町      名 

新越谷駅周辺 

南越谷１丁目～５丁目、新越谷１丁目～２丁目、赤山町４丁目、 

瓦曽根２丁目～３丁目（要相談）、登戸町（要相談）、 

その他周辺地域（要相談） 

 

新越谷駅

南越谷５丁目

南越谷４丁目

南越谷１丁目
登戸町

新越谷２丁目

新越谷１丁目

南越谷３丁目 南越谷２丁目

赤山町４丁目

瓦曽根３丁目

瓦曽根２丁目
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12 応募資格 
  今回、応募するには、次の要件を満たす必要があります。 

  ⑴ 保育事業に熱意と理解を持ち、本事業の運営を適切に行う能力を有すること。 

  ⑵ 安定的な経営を行うことができ、児童が心身共に健やかに育成されるよう尽力で

きること。 

  ⑶ 越谷市の保育事業の一翼を担う認可保育事業であることを十分理解し、市が行う

保育行政に積極的に協力できること。 

  ⑷ 社会福祉法、児童福祉法、国の通知、条例等の関係法令を遵守し、越谷市の指導

に従うことができること。 

  ⑸ 法人であること。 

  ⑹ 児童福祉法第３４条の１５第３項第４号のいずれにも該当していないこと。 

  ⑺ 子ども・子育て支援法第５２条第２項の規定により特定地域型保育事業の確認申

請をすることができない者に該当していないこと。 

  ⑻ 地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定及び次

のいずれにも該当しないものであること。 

   ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

   イ 申込日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

   ウ 会社更生法の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの更

生手続開始決定がなされていない者 

   エ 民事再生法の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの再

生計画認可決定がなされていない者 

   オ 越谷市内において、都市計画法の制限又は規制に違反している者 

   カ 租税公課を滞納している者 

   キ 本市の指名停止措置を申込期限の日から審査結果通知日までの間に受けている 

者  

   ク 暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（越谷市暴力団排除条例第３条第２項

の規定による暴力団関係者をいう。）である者又はこれらの者と社会的に非難さ

れるべき関係を有し、若しくはこれらの者を保育事業の運営に関与させている者 
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13 小規模保育事業の概要 

 ⑴ 定員等について 

保育年齢 

及び定員 

３歳未満児 

《Ａ・Ｂ型》６人～１９人  《Ｃ型》６人～１０人 

    ※今回募集するのは、Ａ型の定員１５人～１９人の小規模保育事業です。 
 
 ⑵ 保育時間について 

保育時間 １日につき８時間（原則） 

開所時間 １日につき連続した１１時間以上（原則） 

休所日 
日曜日、休日（国民の祝日に関する法律に定める休日）及び１２月２９

日から１月３日まで（原則） 
 
 ⑶ 対象児童について 

対象児童 保育認定を受けた３歳未満児 

利用手続き 
教育・保育給付認定及び利用調整について、保護者が市に申請。 

市が、教育・保育給付認定をするとともに、利用をあっせんする。 

利用契約 契約締結前に、保護者に対し重要事項説明書を交付し説明する。 
 
 ⑷ 事業実施者について 

事業実施者 

個人又は法人。 

（社会福祉法人又は学校法人以外の者にあっては、社会的信望、経済的

基盤、社会福祉事業の経験を有すること。） 

事業者 

の決定 

事前協議の申込みに対し、書類審査・実地調査・ヒアリング等を行い、

越谷市社会福祉審議会を経て認可する。 

    ※今回募集するのは、法人です。 
 
 ⑸ 職員について 

事業所 

管理者 

児童福祉事業に熱意があり、事業を適正に運営できる者であること。（社

会福祉法人等以外の者の場合は、社会福祉事業等の経験を有すること。） 

配置すべき

職員 

《Ａ型》 

 ○保育士 

  （０歳児３人：１人＋１･２歳児６人：１人）＋１人 

  ※保健師、看護師又は准看護師１人に限り保育士とみなすことが可能 

 ○調理員（調理業務の全部委託、連携施設等から搬入の場合不要） 

 ○嘱託医（小児科医及び歯科医） 

《Ｂ型》 

 ○保育士又は保育従事者（保育士割合 1/2 以上） 

  （０歳児３人：１人＋１･２歳児６人：１人）＋１人 

  ※保健師、看護師又は准看護師１人に限り保育士とみなすことが可能 

  ※保育士資格を持たない保育従事者は、基礎研修の修了が必要 

 ○調理員（調理業務の全部委託、連携施設等から搬入の場合不要） 

 ○嘱託医（小児科医及び歯科医） 

《Ｃ型》 

 ○家庭的保育者 

   ３人：１人 家庭的保育補助者と共に保育する場合５人：２人 

  ※家庭的保育者及び補助者は、研修の修了が必要 

 ○調理員（調理業務の全部委託、連携施設等から搬入の場合不要） 

 ○嘱託医（小児科医及び歯科医） 
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 ⑹ 設備構造等について 

建物 

建築基準法に基づく確認済証及び検査済証の交付が確認できること。 

また、新耐震基準を満たし、耐震上問題がないこと。（昭和５６年６月

１日よりも前に建築又は工事中であった建物の場合は、耐震調査を実施

し問題がないもの又は耐震補強済のもの） 

必要な設備 保育室等、調理設備、便所、屋外遊戯場 

保育室の 

設置階 
保育室等は、１階に設置されていること。 

権利関係 
事業者が所有し、若しくは地方自治体等からの使用許可を受け、又は賃

借していること。 
 

 ⑺ 保育内容等について 

保育内容 

保育内容は、「保育所保育指針（平成２９年厚生労働省告示第１１７号）」

に準拠するとともに、地域型保育事業の特性に留意して、保育する児童

の状態に応じた保育を行わなければならない。 

保護者との

連携 

保護者と密接な連携を取り合い、日々の児童の状況を的確に把握すると

ともに、保護者と保育者等とで日常の児童の様子を適切に伝え合い、十

分な説明に努めること。 

給食 原則、事業所内で調理した給食を提供すること。 

保健衛生 
必要な医薬品、医療品を常備すること。また、医療機関との連携を図る

こと。 

健康診断等 

職員に対しては年１回、児童に対しては保育開始時の健康診断も含め、

少なくとも年に２回健康診断を行うこと。 

調理業務又は調乳業務に従事する職員は、月１回以上検便を行うこと。 

苦情処理 苦情受付窓口の設置等、必要な措置を講ずること。 

個人情報 

保護 

個人情報については、「個人情報の保護に関する法律」その他関係法令

に準じ、適切に取り扱うこと。 
 

 ⑻ 給付費等について 

給付費 
国が定める公定価格に基づき給付費が支給される。 

※詳細は、７ページの『５ 給付費について』を参照のこと。 

費用の徴収 利用者負担額（保育料）の徴収は、事業者が行う。 

経理区分 
小規模保育事業とその他の事業の会計を区分すること。 

法人種別ごとに、それぞれの会計基準に準拠して処理すること。 
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14 選定方法・選定基準 
 
⑴ １次審査（書類審査） 

  ・提出書類について、選定基準に基づき、客観的評価を行います。 

  ・記載内容の不足により審査が不可能な場合、審査において追加で確認したい内容が

ある場合には追加書類の提出を求めることがあります。 

  ・書類補正に非対応の場合（提出書類が不足している場合を含む。）及び書類補正後に

おいても評点が０点の項目がある場合、２次審査（ヒアリング審査）の対象としま

せん。特に、管理者予定者が、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園

及び認可外保育施設での勤務経験がない場合は、評点が０点となり、２次審査の対

象となりませんので、ご注意ください。 
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令和５年度　小規模保育事業実施予定者の選定に係る評価基準（１次審査）

審査事項

【申込者の状況】

◆法人である。（法人役員が複数おり、六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族以外の者が含まれている。） 3

◆法人である。（法人役員が複数いるが、六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族のみである。） 2

◆法人である。（役員が１名のみ） 1

◆法人でない。 0

◆次の要件に該当していない。

　・直近の会計年度において債務超過となっている。（負債総額が資産総額を超えている。）
　・直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上している。

　・租税公課を滞納している。

3

◆次の要件のいずれかに該当している。
　・直近の会計年度において債務超過となっている。（負債総額が資産総額を超えている。）

　・直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上している。
　・租税公課を滞納している。

0

◆保有している。（自己資金のみである。） 3

◆保有している。（借入金を含んでいる。） 2

◆保有していない。 0

◆６０％を超える 3

◆３０％以上６０％未満 2

◆３０％未満 1

◆２００％を超える 3

◆１００％以上２００％未満 2

◆１００％未満 1

◆令和５年(２０２３年)４月１日現在において、保育所、認定こども園又は地域型保育事業の運営実績が３年以上ある。(休止

等の期間を除く。)
5

◆令和５年(２０２３年)４月１日現在において、認可外保育施設（「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」交付日
から起算した運営実績に限る。以下、この項について同じ。）の運営実績が３年以上ある。(休止等の期間を除く。)

3

◆令和５年(２０２３年)４月１日現在において、保育所、認定こども園、地域型保育事業、認可外保育施設若しくは幼稚園の運

営実績が３年以上ない。
0

◆指摘がない。 5

◆指摘はあるが、指摘事項に対し速やかに改善している。 3

◆指摘事項に対し改善が行われていない、又は監査を受けたことがない。 1

◆自主整備 3

◆整備費補助金を活用 1

【事業概要（設備面）】

◆専用建物（築５年未満） 5

◆専用建物（築５年以上） 3

◆専用建物以外（築５年未満） 3

◆専用建物以外（築５年以上） 1

◆旧耐震基準による建築物であり、耐震診断報告書等により構造耐震指標等が基準以上であるか確認ができない。 0

◆自社物件、又は10年以上の賃貸借期間の確約を得ている。 2

◆10年以上の賃貸借期間の確約を得ていない。 0

◆基準面積の1.25倍以上 5

◆基準面積以上 3

◆基準面積未満 0

◆乳幼児の避難上有効な出口を２以上設け、かつ、当該出口に通ずる避難上有効な通路を２以上設けている。 3

◆乳幼児の避難上有効な出口を２以上設け、かつ、当該出口に通ずる避難上有効な通路を２以上設けていない。 0

◆基準以上の設備を有している。

（複槽式シンク、オーブン、手洗い器、食器消毒保管庫、食器洗浄機等が設置されている。）
5

◆基準どおりの設備を有している。 3

◆基準の設備を有していない。 0

◆基準以上の設備を有している。（シャワーパン、汚物流し、沐浴槽等の汚物処理設備が設置されている。） 5

◆基準どおりの設備を有している。 3

◆基準の設備を有していない。 0

◆敷地内・隣接地に、基準面積以上の遊戯場を確保している。 2

◆屋外遊戯場が代替地である。 1

◆屋外遊戯場について、代替地を含め、確保していない。又は、基準面積未満である。 0

◆最寄り駅まで概ね徒歩５分圏内にある。（時速４ｋｍ計算） 7

◆最寄り駅まで概ね徒歩１０分圏内にある。（時速４ｋｍ計算） 4

◆最寄り駅まで概ね徒歩１０分圏内にはない。（時速４ｋｍ計算） 1

【事業概要（運営面）】

◆管理者経験がある。 3

◆管理者経験がない。 1

◆保育士資格を有する。 2

◆保育士資格を有さない。 1

◆認可の保育所・認定こども園・地域型保育事業所・幼稚園で５年以上の勤務経験がある。 5

◆認可の保育所・認定こども園・地域型保育事業所・幼稚園で１年以上、または認可外保育施設で５年以上の勤務経験が

　ある。
3

◆認可の保育所・認定こども園・地域型保育事業所・幼稚園で１年未満、または認可外保育施設で５年未満の勤務経験が

　ある。
1

◆いずれの勤務経験もない。 0

◆最低賃金を上回っている。 2

◆最低賃金を下回っている。 0

◆７０％を超える 5

◆５０％以上７０％未満 3

◆５０％未満 1

◆土曜日の開所あり、かつ施設都合の休所日なし 5

◆土曜日の開所あり、かつ施設都合の休所日あり 3

◆土曜日の開所なし 1

◆３人以下 3

◆３人を超える 1

◆連携協定書を締結している、又は同一法人内での連携を確保している。 3

◆確約書がある。 2

◆卒園児の受け皿を確保していない。 0

◆保育内容の支援、代替保育の提供のいずれについても連携施設を確保している。 3

◆保育内容の支援、代替保育の提供のいずれかの連携施設を確保している。 2

◆保育内容の支援、代替保育の提供についての連携施設を確保していない。 1

◆連携施設までの距離が直線距離で概ね５km圏内にある。 2

◆連携施設までの距離が直線距離で概ね５km圏内にない。 1

◆近隣住民への説明を事業実施予定者が自ら行っている。 5

◆近隣住民への説明を事業実施予定者以外が行っている。 3

◆行っていない。 0

100合計

具体的な視点

5

② 避難経路 3

保育室等

①

③ これまでの勤務経験

管理者
予定者

① 管理者経験の有無

① 調理設備

便所

建物全体の建築年数、構造等の状況等① 5

法人等の
組織体制

①

①

物件の使用に関する権利

卒園児の受け皿として適した連携施設確保

屋外遊戯場 ① 屋外遊戯場の立地

②

① 保育を提供する日・提供しない日

保育事業の

実績

② 保育事業に関する所轄庁からの指摘状況

整備費補助金 ① 整備費補助金の活用の有無

保育事業の運営実績

事業所の
状況

経営の

安定性

事業所の

立地

調理設備・
調理室

② 保育士資格の有無

開設準備経費及び事業所開設後の年間事業費の保有状況

(年間事業費の１２分の２に相当する額)
②

決算状況

※現に何らかの事業経営を行っていない場合、又は個人事業
　主の場合、評点は0点とする。ただし、「評点が０点の項

　目がある場合、２次審査（ヒアリング審査）の対象としな

　い」から除外する。

①

経営指標「純資産比率」(純資産÷総資産)の値
(目標：60%　危険水準：30%未満)

※基準日：直近の決算状況

③

便所の設備

① 駅からの距離

①

① ０歳児の定員設定

地域・他機関
との連携

近隣住民への事前説明・周知

③ 連携施設までの距離

配点 評点

卒園児の受け皿以外の、保育内容の支援、代替保育についての
連携施設確保

②

保育室の有効面積①

経営指標「流動比率」(流動資産÷流動負債)の値

（目標：200%　危険水準：100%未満）

※基準日：直近の決算状況

④

①

事業運営に必要な職員構成及び組織体制

満点

3

3

3

3

3

5

3

3

5

5

3

2

5

5

5

2

7

2

3

2

連携施設

3

5開所日

① 賃金 2

② 「人件費比率」(人件費支出÷事業支出の計)の値 5

職員の処遇

定員設定
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⑵ ２次審査（ヒアリング審査） 

  ・応募者へのヒアリングについて、選定基準に基づき、主観的評価を行います。 

  ・各審査員の評点の合計点を２次審査（ヒアリング審査）における点数とします。 

   なお、同じ審査事項について複数の審査員が０点と評価した場合、その事業者につ

いては、選定しません。 

  ・２次審査（ヒアリング審査）は、１事業者あたり１時間以内で行います。 

   なお、事業計画の説明が２０分、質疑応答が３０分程度になります。 

・事業計画の説明については、21 ページのすべての審査項目について、２０分以内で

漏れなく説明してください。終了１分前及び終了時に合図を出します。終了の合図

が出た時点で、説明は終了になります。 

・説明後に各審査員から質問を行いますので、簡潔に説明してください。 

・２次審査（ヒアリング審査）時に追加で配布する資料がある場合は、事前にデータ

にてご提出ください。 

 （提出については、ヒアリング審査実施時に別途ご案内いたします。） 

・出席者については、法人の代表者及び事業所管理者予定者とし、コンサルタント業

者等の出席は認めません。 

・２次審査（ヒアリング審査）は非公開で行います。 

・適正な審査を行うため、審査時は録音させていただきます。 
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令和５年度　小規模保育事業実施予定者の選定に係る評価基準（２次審査）

コメント 評点 満点 良い 普通 劣る

１． 応募動機等 2 2 1 0

２． 事業所の整備計画 2 2 1 0

３． 職員の雇用・育成 2 2 1 0

４． 安全衛生・防犯対策 2 2 1 0

５． 地域・他機関との連携 2 2 1 0

0 10

審査事項 審査内容

・応募動機
・保育事業に対する考え方
・保育方針
・保育の特色

　など

・地域住民への事業に関する説明状況
・地域住民への事業に関する今後の説明予定
・地域との交流

　など

・各種マニュアルの整備状況
・各種マニュアルの活用計画
・（既存園がある場合）マニュアルの活用状況

　など

・保育士等の採用計画
・保育士等の配置計画
・職員の定着率及び定着率向上のための取組み
・職員の処遇・研修計画

　など

・事業開始までのスケジュール
・立地に対する考え
・各室の配置に対する考え方
・設備に対する考え方
・定員設定に対する考え方

　など

合 計
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資料①    越谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（抜粋） 

※令和５年４月１日現在 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３４条の１６第１項の

規定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 （１） 家庭的保育事業 法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業をいう。 

 （２） 小規模保育事業 法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 

 （３） 居宅訪問型保育事業 法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業をいう。 

 （４） 事業所内保育事業 法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。 

 （５） 家庭的保育事業等 法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。 

 （６） 乳児 満１歳に満たない者をいう。 

 （７） 幼児 満１歳以上満３歳に満たない者をいう。ただし、法第６条の３第９項第２号、同条第１０項第

２号、同条第１１項第２号又は同条第１２項第２号の規定に基づき保育が必要と認められる児童であって

満３歳以上のものについて保育を行う場合にあっては、当該児童を含む。 

 （８） 乳幼児 乳児又は幼児をいう。 

 （９） 利用乳幼児 家庭的保育事業等を利用している乳幼児をいう。 

（最低基準の目的） 

第３条 この条例で定める基準（次条及び第５条において「最低基準」という。）は、利用乳幼児が、明るくて、

衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員（家庭的保育事業等を行う事業所（以下

「家庭的保育事業所等」という。）の管理者を含む。以下同じ。）が保育を提供することにより、心身ともに健

やかに育成されることを保障するものとする。 

（最低基準の向上） 

第４条 市長は、越谷市社会福祉審議会の意見を聴き、その監督に属する家庭的保育事業等を行う者（以下「家

庭的保育事業者等」という。）に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営を向上させるように勧告するこ

とができる。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるよう努めるものとする。 

（最低基準と家庭的保育事業者等） 

第５条 家庭的保育事業者等は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている家庭的保育事業者等においては、最低基準を理由とし

て、その設備又は運営を低下させてはならない。 

（家庭的保育事業者等の一般原則） 

第６条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重して、その

運営を行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児の保護者及び地域社会に対し、当該

家庭的保育事業等の運営の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、自らその行う保育の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図

るよう努めなければならない。 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。次項、次条第１項第２号、第１６条第２項及

び第３項、第１７条第１項並びに第１８条第１項において同じ。）には、法に定めるそれぞれの事業の目的を
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達成するために必要な設備を設けなければならない。 

６ 家庭的保育事業所等の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳幼児に対する危害防止に

十分な考慮を払って設けられなければならない。 

７ 家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業所内保育事業を行う者は、利用乳幼児の安全を確保するため、事

故の防止及び防犯に関する措置を講ずるよう努めなければならない。 

８ 居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。）は、利用乳幼児の安全を確保する

ため、事故の防止に関する措置を講ずるよう努めなければならない。 

（連携施設） 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。以下この条、次条第１項及び第２項、第８条の３

第２項、第１６条第１項及び第２項、第１７条第１項、第２項及び第５項、第１８条並びに第１９条第１項か

ら第３項まで並びに附則第２項において同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び

必要な教育（小学校就学の始期に達するまでの者に対して義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして

教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教育を

いう。第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う認

定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。 

 （１） 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必要な家庭的保育事業者

等に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。 

 （２） 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提供することがで

きない場合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供する保育をいう。以下この条において同じ。）を

提供すること。 

 （３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児

にあっては、第４１条に規定する従業員の子以外の乳幼児に限る。以下この号において同じ。）を、当該

保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める場合

であって、次に掲げる要件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることが

できる。 

 （１） 家庭的保育事業者等と次項に規定する連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所

在が明確化されていること。 

 （２） 次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置が講じ

られていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

 （１） 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において「事業実施場所」

という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 第２９条に規定する小規模保育

事業 A型若しくは小規模保育事業 B型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業

A型事業者等」という。） 

 （２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規模保育事業A型事業

者等と同等の能力を有すると市長が認める者 

４ 市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しないこととすることができる。 

 （１） 市長が法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業者等による保育の提供

を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業者等による保育の提供の終

了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育又は保育が提供される
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よう必要な措置を講じているとき。 

 （２） 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著しく困難であると

認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定

する施設のうち、次に掲げるもの（利用定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるも

のを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

 （１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５９条の２第１項の規定による助成を受けてい

る者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

 （２） 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設であって、法第６条の３

第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団

体の補助を受けているもの 

（家庭的保育事業者等と非常災害） 

第８条 家庭的保育事業者等は、火災報知機、消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設け

なければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように

努めなければならない。 

３ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１回は、これを行わなければならない。 

４ 小規模保育事業又は事業所内保育事業を行う者は、当該事業を行う事業所ごとに、利用乳幼児の特性に応じ、

食料その他の非常災害時において必要となる物資の備蓄に努めなければならない。 

５ 小規模保育事業又は事業所内保育事業を行う者は、風水害、地震等に備えるため、越谷市地域防災計画に基

づき関係機関との連携及び協力に努めなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第８条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家

庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的

保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事

業所等における安全に関する事項についての計画(以下この条において「安全計画」という。)を策定し、当該

安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に

実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護者に対し、

安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第８条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動その他の利用乳幼児

の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在

を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車(運転者席及びこれと並列の座席並びにこれ

らより 1 つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同

程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。)を日常的に運行するときは、当該

自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在

の確認(利用乳幼児の降車の際に限る。)を行わなければならない。 

（暴力団の排除） 

第９条 家庭的保育事業者等（家庭的保育事業所等の管理者その他家庭的保育事業所等の業務を統括する者（当



 

- 25 - 

該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）を含む。次項において同じ。）は、次の各号の

いずれかに該当する者であってはならない。 

 （１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。） 

 （２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう 

    。以下この条において同じ。） 

 （３） 暴力団関係者（越谷市暴力団排除条例（平成２５年条例第１４号）第３条第２項に規定する暴力団関

係者をいう。以下この条において同じ。） 

２ 家庭的保育事業者等は、暴力団、暴力団員又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有してはなら

ない。 

３ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等の運営に当たっては、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者

を利用し、又はこれらの者を運営に関与させてはならない。 

（家庭的保育事業者等の職員の一般的要件） 

第１０条 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と

倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けたも

のでなければならない。 

（家庭的保育事業者等の職員の知識及び技能の向上等） 

第１１条 家庭的保育事業者等の職員は、常に自己研鑽(さん)に励み、法に定めるそれぞれの事業の目的を達成

するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１２条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、その行う保育に支障がない場

合に限り、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の

設備及び職員に兼ねることができる。 

（利用乳幼児を平等に取り扱う原則） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要する費用を負担するか否

かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

（虐待等の禁止） 

第１４条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第３３条の１０各号に掲げる行為その他当該利

用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（懲戒に係る行為の禁止） 

第１５条 削除 

（衛生管理等） 

第１６条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な

管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、

職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 家庭的保育事業所等には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなけ

ればならない。 

４ 居宅訪問型保育事業者は、保育に従事する職員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなけ

ればならない。 

５ 居宅訪問型保育事業者は、居宅訪問型保育事業所（居宅訪問型保育事業者が当該事業を行う事業所をいう。
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第３８条において同じ。）の設備及び備品について、衛生的な管理に努めなければならない。 

（食事） 

第１７条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、家庭的保育事業所等内で調理する方法

（第１２条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の

調理室において調理する方法を含む。）により行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変化に富み、利用

乳幼児の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。 

３ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに利用乳幼児の身体的状況及び

嗜(し)好を考慮したものでなければならない。 

４ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

５ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければならない。 

（食事の提供の特例） 

第１８条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の規定にかかわらず、当該家庭的

保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）

において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該家庭的

保育事業者等は、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業所等において

行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

 （１） 利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭的保育事業者等にあり、その管理者が、衛生面、栄

養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されている

こと。 

 （２） 当該家庭的保育事業所等又は他の施設、保健所、市等の栄養士により、献立等について栄養の観点か

らの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

 （３） 調理業務の受託者を、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、

調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 （４） 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等へ

の配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる

こと。 

 （５） 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から、利用乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に関

し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 （１） 連携施設 

 （２） 当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法人が運営する小規模保育事業又は事業所内保育事業

を行う事業所、社会福祉施設、医療機関等 

 （３） 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当該家庭的保育事業者

等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとと

もに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等

への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができ

る者として市長が適当と認めるもの（家庭的保育事業を行う者が第２７条に規定する家庭的保育事業を行

う場所（第２８条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。）において当該事業を行う場合に限る。） 

（利用乳幼児及び職員の健康診断） 

第１９条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し、利用開始時の健康診断、少なくとも１年に２回の定期健

康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）に規定する健康診断に準じて行わ

なければならない。 
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２ 家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、児童相談所等における乳幼児の利用開始前の健康診断が

行われた場合であって、当該健康診断が利用乳幼児に対する利用開始時の健康診断の全部又は一部に相当する

と認められるときは、利用開始時の健康診断の全部又は一部を行わないことができる。この場合において、家

庭的保育事業者等は、児童相談所等における乳幼児の利用開始前の健康診断の結果を把握しなければならない。 

３ 第１項の健康診断をした医師は、その結果必要な事項を母子健康手帳又は利用乳幼児の健康を記録する表に

記入するとともに、必要に応じ保育の提供又は法第２４条第６項の規定による措置を解除し、停止する等必要

な手続きをとることを、家庭的保育事業者等に勧告しなければならない。 

４ 居宅訪問型保育事業者は、保育の提供に当たっては、母子健康手帳の確認、保護者への聞き取り等を通し、

あらかじめ利用乳幼児の心身の状況等を把握するとともに、当該利用乳幼児について利用開始後に医師による

健康診断が行われた場合には、その健康診断の結果を把握しなければならない。 

５ 家庭的保育事業者等の職員の健康診断に当たっては、特に利用乳幼児の食事を調理する者につき、綿密な注

意を払わなければならない。 

（家庭的保育事業所等内部の規程） 

第２０条 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関

する規程を定めておかなければならない。 

 （１） 事業の目的及び運営の方針 

 （２） 提供する保育の内容 

 （３） 職員の職種、員数及び職務の内容 

 （４） 保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

 （５） 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

 （６） 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員 

 （７） 家庭的保育事業等の利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当たっての留意事項 

 （８） 緊急時等における対応方法 

 （９） 非常災害対策 

 （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

 （１１） その他家庭的保育事業等の運営に関する重要事項 

（家庭的保育事業所等に備える帳簿） 

第２１条 家庭的保育事業所等には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備

しておかなければならない。 

（秘密保持等） 

第２２条 家庭的保育事業者等の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘

密を漏らしてはならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家

族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（苦情への対応） 

第２３条 家庭的保育事業者等は、その行った保育に関する利用乳幼児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、その行った保育に関し、当該保育の提供又は法第２４条第６項の規定による措置に

係る市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

（保育時間） 

第２４条 家庭的保育事業等における保育時間は、１日につき８時間を原則とし、乳幼児の保護者の労働時間そ

の他家庭の状況等を考慮して、家庭的保育事業者等が定めるものとする。 

（保育の内容） 
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第２５条 家庭的保育事業者等は、保育所保育指針（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚

生省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針をい

う。）に準じ、家庭的保育事業等の特性に留意して、利用乳幼児の心身の状況等に応じた保育を提供しなけれ

ばならない。 

（保護者との連絡） 

第２６条 家庭的保育事業者等は、常に利用乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、保育の内容等につき、その保

護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない。 

 

   第３章 小規模保育事業 

    第１節 通則 

（小規模保育事業の区分） 

第２９条 小規模保育事業は、小規模保育事業A型、小規模保育事業B型及び小規模保育事業C型とする。 

（設備の基準） 

第３０条 小規模保育事業 A 型を行う事業所（以下「小規模保育事業所 A 型」という。）の設備の基準は、次の

とおりとする。 

 （１） 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる小規模保育事業所A型には、乳児室又はほふく室、調理

設備及び便所を設けること。 

 （２） 乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （３） 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （４） 満２歳以上の幼児を利用させる小規模保育事業所 A型には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯場（当該事

業所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。以下同じ。）、調理設備及び便所を設けること。 

 （５） 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上、屋外遊戯場の面積は、

前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （６） 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （７） 乳児室又はほふく室及び保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）は、１階に設けること。 

 （８） 昭和５６年５月３１日以前に建築された建築物又は同日において工事中であった建築物である場合は、

地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修繕等を行っていると市長が認めるものであること。 

（職員） 

第３１条 小規模保育事業所 A型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務

の全部を委託する小規模保育事業所 A 型又は第１８条の規定により搬入施設から食事を搬入する小規模保育

事業所 A型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上とする。 

 （１） 乳児 おおむね３人につき１人 

 （２） 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

 （３） 満３歳以上満４歳に満たない幼児 おおむね２０人につき１人 

 （４） 満４歳以上の幼児 おおむね３０人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所A型に勤務する保健師、看護師又は

准看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 

   第６章 雑則 

（委任） 

第４７条 この条例に定めるもののほか家庭的保育事業等の設備及び運営に関し必要な基準は、規則で定める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２４年法律第６７号。附則第

３項において「整備法」という。）の施行の日から施行する。 

 （連携施設に関する経過措置） 

２ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、連携施設の確保が著しく困難であっ

て、子ども・子育て支援法第５９条第４号に規定する事業による支援その他の必要かつ適切な支援を行うこと

ができると市長が認める場合は、第７条第１項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）から起算して１０年を経過する日までの間、連携施設の確保をしないことができる。 

 （食事の提供に関する経過措置） 

３ 施行日の前日において現に存する整備法による改正前の法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施

設又は事業を行う者（附則第１１項の規定に該当する者を除く。）にあっては、施行日から起算して５年を経

過する日までの間、次に掲げる規定は、適用しないことができる。 

 （１） 第１７条 

 （２） 第２７条第３号（調理設備に係る部分に限る。） 

 （３） 第２８条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （４） 第３０条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。） 

 （５） 第３１条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （６） 第３２条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。） 

 （７） 第３３条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （８） 第３４条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。） 

 （９） 第３５条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （１０） 第４２条第１号（調理室に係る部分に限る。）及び第５号（調理室に係る部分に限る。） 

 （１１） 第４３条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （１２） 第４５条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。） 

 （１３） 第４６条第１項本文（調理員に係る部分に限る。） 

 （小規模保育事業所A型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例） 

４ 保育の需要に応じるに足りる保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けた

ものに限る。）又は家庭的保育事業等が不足している事情に鑑み、当分の間、第３１条第２項各号又は第４３

条第２項各号に定める数の合計数が１となるときは、第３１条第２項又は第４３条第２項に規定する保育士の

数は１人以上とすることができる。ただし、配置される保育士の数が１人となるときは、当該保育士に加えて、

保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者を置かなければならない。 

５ 前項の事情に鑑み、当分の間、第３１条第２項又は第４３条第２項に規定する保育士の数の算定については、

幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第

４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する者を、保育士とみなすことができる。 

６ 附則第４項の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する小規模保育事業所A型又は保育所

型事業所内保育事業所（以下この項において「小規模保育事業所 A 型等」という。）において、開所時間を通

じて必要となる保育士の総数が当該小規模保育事業所 A 型等に係る利用定員の総数に応じて置かなければな

らない保育士の数を超えるときは、第３１条第２項又は第４３条第２項に規定する保育士の数の算定について

は、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数か

ら利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすこ

とができる。 

７ 前２項の規定を適用するときは、保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受けた者をいい、第３１条第３
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項若しくは第４３条第３項又は前２項の規定により保育士とみなされる者を除く。）を、保育士の数（前２項

の規定の適用がないとした場合の第３１条第２項又は第４３条第２項により算定されるものをいう。）の３分

の２以上、置かなければならない。 
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越谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則(抜粋) 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、越谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第２

１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （耐震基準） 

第２条 条例第２７条第７号、第３０条第８号、第３２条第８号、第３４条第８号、第４２条第９号及び第４５

条第８号に規定する地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修繕等を行っていると市長が認める

ものとは、次に掲げるものとする。 

 （１） 次に掲げる基準を満たすための耐震改修を行っているもの 

   ア 木造の建築物 構造耐震指標１．０以上 

   イ 鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物 各階の構造耐震指標０．６以上

で、かつ、各階の保有水平耐力に係る指標１．０以上。ただし、指標を算定することなく構造躯(く)

体の耐震性に係わる要件による判定が可能な場合は、当該要件を満たし当該建築物が必要とされる耐震

性を有していると判定されること。 

 （２） 構造耐震指標が１．０未満である木造の建築物であって、地震により当該建築物が倒壊し、又は崩壊

した場合であっても安全な空間が確保できるよう、耐震シェルター等の設置を行っているもの 

 （条例附則第４項及び第６項の保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者の要件） 

第９条 条例附則第４項及び第６項の保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者とは、児童福祉法

第１８条の５各号のいずれにも該当しない者であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

 （１） 幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者 

 （２） 家庭的保育事業所等において、１年以上かつ１，４４０時間以上保育業務に従事した者 

 （３） 児童福祉法第６条の３第９項第１号に規定する家庭的保育者 

 （４） 子育て支援員研修事業実施要綱（平成２７年５月２１日付け雇児発０５２１第１８号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知の別紙）５（３）アの基本研修及び５（３）イ（イ）に規定する地域型保育の専

門研修を修了した者 
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資料②      越谷市家庭的保育事業等認可・確認に関する基準 

＜令和２年（２０２０年）１２月２８日改正＞ 

※令和５年４月１日施行の基準条例改正に伴い、本基準についても一部改正する予定です。 

 
             

第１ 目的 

   この基準は、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第３４条の１５第２項の規定に基

づく家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所内保育事業(以下「家

庭的保育事業等」という。)の認可及び子ども・子育て支援法(平成２４年法律第６５号)

第４３条第１項の規定に基づく確認について、児童福祉法施行規則(昭和２３年厚生省令第

１１号)、越谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成２６年

条例第２１号。以下「認可基準条例」という。)、越谷市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例施行規則(平成２７年規則第９６号。以下「認可基準規則」とい

う。)及び越谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例(平成２６年条例第２０号。以下「確認基準条例」という。)に定めるもののほか、必

要な事項を定めることにより、適正な認可及び確認を行うことを目的とする。 

 

第２ 認可の基本方針 

   家庭的保育事業等の認可に当たっては、「越谷市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、

人口、就学前児童数、待機児童数、延長保育等多様な保育サービスに対する需要及び将来

の動向などを踏まえ、その必要性を審査するものとする。 

 

第３ 事業者 

   家庭的保育事業等を行う者(以下「事業者」という。)が、社会福祉法人又は学校法人(以

下「社会福祉法人等」という。)である場合にあっては別表１に掲げる要件を満たすことと

し、社会福祉法人等以外の者である場合にあっては別表２の要件を満たすこととする。 

 

第４ 家庭的保育事業等を行う事業所の立地条件等 

 １ 位置 

   家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。)を行う事業所の位置は、通所事業を行

う場所として、安全性、利便性があり、事業所を開設することについて、周辺住民への説

明及び調整が、十分になされていること。 

 ２ 名称 

   家庭的保育事業等を行う事業所(以下「事業所」という。)の名称は、公序良俗に反しな

いものであり、かつ、すでに市内にある認定こども園、保育所、幼稚園、事業所又は認可

外保育施設と同一又は紛らわしいものでないこと。 

 ３ 定員 
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  ⑴ 認可定員 

    認可定員は、児童福祉法及び認可基準条例に定めるところによる。この場合において、

小規模保育事業及び事業所内保育事業の定員は、原則、各年齢別に定めるものとし、１

歳児から２歳児までの各年齢の定員は、１つ下の年齢の定員以上の数とするものとする。 

  ⑵ 利用定員 

    利用定員は、原則として認可定員と同数で定めるものとする。 

 

第５ 事業の用に供する土地及び建物並びに事業所の構造、設備等 

 １ 土地及び建物の権利 

   事業者は、家庭的保育事業等の用に供する土地及び建物いずれについても、所有権を有

し、又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けていることが原則であ

るが、国又は地方公共団体以外の者から貸与を受けて家庭的保育事業等を行う場合は、別

表３に掲げる要件を満たすこと。この場合において、貸与を受ける土地又は建物について

は、抵当権等の制限物権その他の事業所の運営に支障となる権利が付されていないことが

望ましいこと。 

 ２ 事業所に係る耐震 

  ⑴ 事業所は、昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けた建築物であること。 

  ⑵ 昭和５６年５月３１日以前に建築された建築物又は同日において工事中であった建築

物である場合は、認可基準規則第２条の規定に基づき、次に掲げる基準を満たすための

改修を行っていることが必要であるが、当該基準の診断に当たっては、「建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針(平成１８年国土交通省告示第１８４

号)」に定める方法により行うこと。 

   ア 木造の場合 

     構造耐震指標１.０以上。構造耐震指標が１.０未満の場合は、地震により当該建築

物が倒壊し、又は崩壊しても安全な空間が確保できるよう、耐震シェルター等の設置

を行っているもの 

   イ 鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の場合 

     各階の構造耐震指標０.６以上で、かつ、各階の保有水平耐力に係る指標１.０以上。

ただし、指標を算定することなく構造躯
く

体の耐震性に係わる要件による判定が可能な

場合は、当該要件を満たし当該建築物が必要とされる耐震性を有していると判定され

ること。 

  ⑵ 前号の基準を満たしていることの確認は、耐震診断報告書、耐震診断補強工事実施済

みを証明する書類等により確認するものとする。 

 ３ 事業所の２方向避難 

   事業所は、火災等の非常時に乳幼児の避難上有効な出口を２以上設け、かつ、当該出口

に通ずる避難上有効な通路を２以上設けること。 
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 ４ 事業所の構造及び設備 

   事業所の構造及び設備は、建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)、都市計画法(昭和４

３年法律第１００号)、消防法(昭和２３年法律第１８６号)その他関係法令、認可基準条例

及び認可基準規則に定めるもののほか、採光及び換気等の保健衛生並びに危害防止に十分

考慮し、別表４に定める基準を満たすこと。 

 ５ 居宅訪問型保育事業所の設備、備品等 

  ⑴ 居宅訪問型保育事業は保育を必要とする乳幼児の居宅での保育であるため、１から４

までの規定については、居宅訪問型保育事業には適用しない。 

  ⑵ 乳幼児の居宅での保育という点を踏まえても、事業運営のためには、乳幼児等の個人

情報を保管するキャビネット、事業運営に使用する情報機器等が必要であることから、

居宅訪問型保育事業所には、居宅訪問型保育事業の運営を行うために必要な広さを有す

る専用の区画として、当該キャビネットや情報機器等を設置する事務スペースを設ける

必要があること。また、居宅訪問型保育事業所に備えるべき設備及び備品等として、当

該キャビネットや情報機器等のほか、保育に使用する備品等(認可基準条例第３７条第１

号に規定する保育を行う場合にあっては、当該保育に使用する備品等を含む。)について

も、必要に応じて備えること。 

  ⑶ 居宅訪問型保育事業の用に供する土地又は建物について、国又は地方公共団体以外の

者から貸与を受ける場合は、別表３に掲げる要件のうち、２、３及び５を満たすこと。 

 

第６ 職員 

 １ 管理者 

  ⑴ 管理者(児童福祉法施行規則第３６条の３６第１項第４号の福祉の実務を担当する幹

部職員をいう。以下同じ。)は、児童福祉事業に熱意があり、事業を適正に運営できる者

であることとし、社会福祉法人等以外の者が事業者となる場合は、別表２の３に定める

要件を満たすこと。 

  ⑵ 管理者は、所長、園長などの名称にかかわらず、事業所において保育を行う乳幼児の

健康と安全に責任を負い、保護者や関係機関との連携の構築・強化、職員の資質の向上

等の役割を持つ。したがって、当該事業所内の他の職員の指示・監督により業務を行う

者は管理者とはみなさないものとする。 

  ⑶ 管理者の専任については、以下の要件に該当しない場合は、専任と判断しないものと

する。 

   ア 常時、実際に当該事業所の管理運営の業務に専従していること。 

   イ 管理者就任中は２以上の施設や他の事業、会社等と兼務することなく、管理者の職

務に専念すること。 

  ⑷ 事業者の代表者が管理者を兼任する場合については、次の条件を満たしていること。

この場合において、当該事業者における実施事業が当該事業所のみのときは、専任とし

て取り扱うものとする。 
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   ア 公共性が確保されているとともに公正な運営がなされており、今後も引き続き適正

な運営が確保できること。 

   イ 他に適当な人材を求めることが困難であること。 

   ウ アの要件を具備しているかどうかの判断は、「越谷市保育所認可・確認に関する基準

(平成２７年７月１５日市長決裁)」の第６の１の⑷に定める「社会福祉法人の公共性・

公正な運営の確保に係る判断基準」に準じて行うものとする。 

 ２ 乳幼児の保育に従事する職員 

  ⑴ 家庭的保育事業及び小規模保育事業Ｃ型 

   ア 家庭的保育者(保育士資格を有する者に限る。)は、次に掲げるいずれかの研修を修

了した者とする。 

    (ｱ) 子育て支援員研修(「子育て支援員研修事業実施要綱(平成２７年５月２１日付け

雇児発0251第１８号厚生労働省雇用均等局・児童家庭局長通知別紙)」に定める研修

カリキュラムに基づいて適正に行われた研修をいう。以下同じ。)の専門研修(地域

保育コース(地域型保育)) 

    (ｲ) 家庭的保育者等研修(「多様な保育研修事業実施要綱(平成２７年５月２１日付け

雇児発0251第１９号厚生労働省雇用均等局・児童家庭局長通知別添４)」に定める研

修カリキュラムに基づいて適正に行われた研修をいう。以下同じ。)の基礎研修 

   イ 家庭的保育者(保育士資格を有しない者に限る。)は、次に掲げるいずれかの研修を

修了した者とする。 

    (ｱ) 子育て支援員研修の専門研修(地域保育コース(地域型保育))及び家庭的保育者

等研修の認定研修 

    (ｲ) 家庭的保育者等研修の基礎研修及び認定研修 

   ウ ア及びイの規定にかかわらず、認可基準条例の施行の日前に、小規模保育運営支援

事業実施要綱(平成２６年５月２９日付け雇児発 0529 第１９号別紙)、グループ型小規

模保育事業実施要綱(同日付け雇児発 0529 第２０号別紙)又は家庭的保育事業実施要

綱(同日付け雇児発 0529 第２２号別紙)に基づき、家庭的保育者としてこれらの事業に

従事していた者については、家庭的保育者とみなす。 

   エ 家庭的保育補助者は、次に掲げるいずれかの研修を修了した者とする。 

    (ｱ) 子育て支援員研修の基本研修及び専門研修(地域保育コース(地域型保育)) 

    (ｲ) 家庭的保育者等研修の基礎研修(小規模保育運営支援事業実施要綱に基づき実施

された同等の研修を含む。) 

   オ アからエまでの研修の修了状況については、当該研修の実施主体(市長、都道府県知

事若しくは他の市区町村長又は市長、都道府県知事若しくは他の市区町村長が指定し

た研修事業者であるものをいう。以下同じ。)が発行する修了証書により確認するもの

とする。 

  ⑵ 小規模保育事業Ａ型 

   ア 認可基準条例第３１条第２項の保育士の数は、常勤の保育士によって満たすことを
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基本とし、その算定方法は、以下のとおり、年齢別に乳幼児の数を配置基準で除し、

小数点以下１位未満の端数があるときはこれを切り捨て、各々を合算した値の小数点

以下の端数を四捨五入したものに１を加えた数とする。 

     必要配置数＝(０歳児の数×１／３) 

           ＋｛(１歳児の数＋２歳児の数)×１／６｝ 

           ＋１ 

   イ 開所時間の始期、終期の前後の時間帯等で乳幼児がごく少数となる場合については、

常時複数の保育士の配置までは求めないが、保育士１人となる時間帯を必要最小限と

し、事故等の緊急対応や異年齢への配慮など、適切な運営体制の確保が求められるこ

と。 

   ウ アの規定にかかわらず、事業所本来の事業の円滑な運営を阻害せず、保育時間や保

育する乳幼児の数の変化に柔軟に対応すること等により、乳幼児の処遇水準の確保が

図られる場合で、次の条件の全てを満たす場合には、常勤以外の保育士を充てること

ができる。 

    (ｱ) 常勤の保育士が各組や各グループに１人以上(乳児を含む各組や各グループであ

って当該組・グループに係る配置基準上の定数が２人以上の場合は、最低２人)配置

されていること。 

    (ｲ) 常勤の保育士に代えて常勤以外の保育士を充てる場合の当該常勤以外の職員の

合計勤務時間数が、常勤の職員を充てる場合の勤務時間数を上回ること。 

   エ ウの規定により常勤以外の保育士を充てる場合は、「保育所保育指針(平成２９年厚

生労働省告示第１１７号)」による乳幼児の発達に応じた組やグループ編成を適切に行

うとともに、これを明確にしておくこと。 

  ⑶ 小規模保育事業Ｂ型 

   ア 認可基準条例第３３条第２項の保育士又は保育従事者の数は、⑵アに規定する算定

方法により算出し、その半数以上は保育士とする。 

   イ ⑵イの規定は、小規模保育事業Ｂ型について準用する。この場合において、⑵イの

規定中「常時複数の保育士」とあるのは「常時複数の保育士又は保育従事者」と読み

替えるものとする。 

   ウ イの規定において読み替えて準用する⑵イの規定により１人が配置される時間帯に

あっては、当該者は保育士であること。 

   エ ⑵ウ及びエの規定は、小規模保育事業Ｂ型について準用する。この場合において、

⑵ウ及びエの規定中「保育士」とあるのは、「保育士又は保育従事者」読み替えるもの

とする。 

   オ 保育従事者は、次に掲げるいずれかの研修を修了した者とする。 

    (ｱ) 子育て支援員研修の基本研修及び専門研修(地域保育コース(地域型保育)) 

    (ｲ) 家庭的保育者等研修の基礎研修(小規模保育運営支援事業実施要綱に基づき実施

された同等の研修を含む。) 
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   カ オの研修の修了状況については、当該研修の実施主体が発行する修了証書により確

認するものとする。 

  ⑷ 居宅訪問型保育事業 

   ア 居宅訪問型保育事業に従事する家庭的保育者は、居宅訪問型保育研修(多様な保育研

修事業実施要綱に定める研修カリキュラムに基づいて適正に行われた研修をいう。)

の基礎研修及び専門研修を修了した者とする。ただし、認可基準条例第３７条第１号

に規定する保育を実施しない場合は、基礎研修のみで足りる。 

   イ 居宅訪問型保育に従事する家庭的保育者が保育士資格を有しない者である場合は、

アの研修のほか、家庭的保育者等研修の認定研修を修了すること。 

   ウ ア及びイの研修の修了状況については、当該研修の実施主体が発行する修了証書に

より確認するものとする。 

  ⑸ 保育所型事業所内保育事業 

   ア 認可基準条例第４３条第２項の保育士の数は、常勤の保育士によって満たすことを

基本とし、その算定方法は、以下のとおり、年齢別に乳幼児の数を配置基準で除し、

小数点以下１位未満の端数があるときはこれを切り捨て、各々を合算した値の小数点

以下の端数を四捨五入することによる。 

     必要配置数＝(０歳児の数×１／３) 

           ＋｛(１歳児の数＋２歳児の数)×１／６｝ 

   イ 保育に当たっては、常時複数の保育士を配置すること（認可基準条例附則第４項に

規定する特例を適用する場合を除く。）。 

   ウ ⑵ウ及びエの規定は、保育所型事業所内保育事業について準用する。 

  ⑹ 小規模型事業所内保育事業 

   ア 認可基準条例第４５条第２項の保育士又は保育従事者の数は、⑵アに規定する算定

方法により算出し、その半数以上は保育士とする。 

   イ ⑵イの規定は、小規模型事業所内保育事業について準用する。この場合において、

⑵イの規定中「常時複数の保育士」とあるのは「常時複数の保育士又は保育従事者」

と読み替えるものとする。 

   ウ イの規定において読み替えて準用する⑵イの規定により１人が配置される時間帯に

あっては、当該者は保育士であること。 

   エ ⑵ウ及びエの規定は、小規模型事業所内保育事業について準用する。この場合にお

いて、⑵ウ及びエの規定中「保育士」とあるのは、「保育士又は保育従事者」と読み替

えるものとする。 

   オ 保育従事者は、次に掲げる研修を修了した者とする。 

    (ｱ) 子育て支援員研修の基本研修及び専門研修(地域保育コース(地域型保育)) 

    (ｲ) 家庭的保育者等研修の基礎研修(小規模保育運営支援事業実施要綱に基づき実施

された同等の研修を含む。) 

   カ オの研修の修了状況については、当該研修の実施主体が発行する修了証書により確
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認するものとする。 

  ⑺ 「保育所等における利用乳幼児がいない時間帯の保育士配置の考え方について(令和２

年２月１４日子保発0214第１号厚生労働省子ども家庭局保育課長通知)」の趣旨に鑑み、

小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型、保育所型事業所内保育事業及び小規模型事

業所内保育事業において、当該事業を行う事業所の開所時間中に、全ての乳幼児が帰宅

するなどにより乳幼児のいない時間帯が生じた場合にあっては、⑵ア、⑶ア、⑸イ及び

⑹アの規定にかかわらず、保育士又は保育従事者を配置しないことができる。ただし、

以下に掲げる要件を満たす場合に限る。 

   ア 突発的な事由により関係行政機関又は保護者が当該事業所に連絡する場合に備えて、

当該事業所の開所時間内において随時円滑に管理者等へ連絡が取れるよう、開所時間中

は管理者、管理者の権限を代行しうる者等が常駐する、職員間の連絡体制を整備するな

ど、確実な連絡手段、連絡体制が確保されていると認められること。 

   イ タイムカード、ＩＣカードによる記録、情報機器端末の使用記録等の客観的記録を

基礎として、乳幼児の登所及び降所の時間並びに保育士又は保育従事者の出勤及び退勤

の時間の状況を把握し、現に当該事業所において保育されている乳幼児の数と乳幼児の

保育に従事している保育士又は保育従事者の数が確認できること。 

  ⑻ 小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型、保育所型事業所内保育事業及び小規模型

事業所内保育事業においては、子ども・子育て支援法に基づき市町村（特別区含む。）が

認定した保育必要量の範囲内で、各保護者の希望に応じた保育の提供がなされるべきも

のであり、⑺の規定による取扱を実施することにより、各保護者の希望に基づく当該事

業の利用が阻害されることがないよう、十分に配慮する必要があること。保護者が乳幼

児を預けることをためらうような依頼等も適切ではない。 

  ⑼ 認可基準規則第９条第２号に規定する家庭的保育事業所等は、次に掲げるいずれかの

施設とする。 

   ア 児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等を行う事業所 

   イ 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設 

   ウ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する認定こ

ども園（幼保連携型認定こども園を除く。） 

   エ 認可外保育施設（児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務又

は同法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設（児童福祉法施行規則第４９

条の２で定めるものを除く。）であって、同法第３４条の１５第２項若しくは第３５条

第４項の認可又は認定こども園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（児童福

祉法第５８条の規定により児童福祉施設若しくは家庭的保育事業等の認可を取り消さ

れたもの又は認定こども園法第２２条第１項の規定により幼保連携型認定こども園の

認可を取り消されたものを含む。）をいう。） 

  ⑽ 認可基準条例附則第５項の規定により幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭
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（以下「幼稚園教諭等」という。）の普通免許状を有する者（必要な更新を行っている者

に限る。）を保育士とみなす場合において、保育に従事したことのない幼稚園教諭等に対

しては、子育て支援員研修等の必要な研修の受講を促すこと。 

  ⑾ 認可基準条例附則第６項の規定により保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が

認める者を保育士とみなす場合は、保育士とみなされた者に対し、保育士資格の取得を

促していくこと。 

  ⑿ 認可基準条例附則第４項から第７項までに規定する特例の対象となる事業所は、過去

３年間の指導監査において、市長から勧告や改善命令等を受けていないものとする。 

 ３ 調理員 

  ⑴ 家庭的保育事業所のうち、定員３人以下のものにあっては、家庭的保育補助者が調理

員を兼ねることができる。 

  ⑵ 保育所型事業所内保育事業所のうち、定員が２０人以上４０人以下のものにあっては

１人以上、定員が４１人以上のものにあっては２人以上、定員が１５１人以上のものに

あっては３人以上調理員を配置すること。 

 ４ 嘱託医 

   家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。)にあっては、嘱託医及び歯科嘱託医を

それぞれ１人以上確保すること。嘱託医及び歯科嘱託医については、直接契約等により委

嘱する場合にあっては医師との間で契約書を、連携施設から別表６の１⑵嘱託医に関する

支援を受ける場合にあっては連携施設との間で協定書、契約書等を締結すること。 

 

第７ 運営 

 １ 保育時間・開所時間・休所日 

  ⑴ 保育時間 

    家庭的保育事業等の保育時間は、１日につき８時間を原則とし、乳幼児の保護者の労

働時間その他の家庭の状況等を考慮して⑵に規定する開所時間内で、事業者が定めるも

のとする。 

  ⑵ 開所時間 

    事業所の開所時間(居宅訪問型保育事業所にあっては、居宅訪問型保育事業に係る保育

を提供する時間)は、１日につき連続した１１時間以上を原則とする。 

  ⑶ 休所日 

    事業所の休所日(居宅訪問型保育事業所にあっては、居宅訪問型保育事業に係る保育を

提供する日)は、原則、次に掲げるとおりとする。ただし、当該日の開所(居宅訪問型保

育事業所にあっては、当該日に居宅訪問型保育事業に係る保育を提供すること。)を妨げ

ない。 

   ア 日曜日 

   イ 国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日 

   ウ １２月２９日から翌年の１月３日までの日 
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 ２ 保育内容 

   保育の内容及び運営等については、次に掲げる事項に基づき、乳幼児の最善の利益を考

慮し、その福祉を積極的に増進することに最もふさわしいものでなければならない。 

  ⑴ 家庭的保育事業等の保育は、「保育所保育指針」に準じて実施すること。 

  ⑵ 事業者は、地域における子育て支援のため、その社会的役割を認識し、関係機関と連

携し、行動すること。 

  ⑶ 事業者は、認可基準条例第６条第４項の趣旨を踏まえ、福祉サービス第三者評価の受

審及び結果の公表並びに結果に基づく改善に努めること。 

 ３ 保険への加入 

   事業者は事業を実施するにあたり、独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給

付、施設賠償責任保険、児童傷害保険又はこれらに類すると認められる保険等に加入しな

ければならない。 

 ４ 食事の提供 

  ⑴ 食事の提供における衛生管理 

    食事の提供における衛生管理は、「社会福祉施設における衛生管理について(平成９年

３月３１日社援施第６５号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課・社会･援護局施設人材

課・老人保健福祉局老人福祉計画課・児童家庭局企画課長連名通知)」の別添「大量調理

施設衛生管理マニュアル」を参考とし、越谷市保健所等の指導に従い、適切に行うこと。 

  ⑵ 調理業務の委託 

    乳幼児に対する食事の提供は、事業所の職員により行われることが原則であるが、調

理業務を委託する場合は、「保育所における調理業務の委託について(平成１０年２月１

８日児発第８６号厚生省児童家庭局長通知)」に定めるところに準ずること。 

  ⑶ 食事の提供の特例 

    乳幼児に対する食事の提供は、事業所内での自園調理が原則であるが、認可基準条例

第１８条の規定により搬入施設から食事を搬入する場合は、次に掲げることに留意し適

切に行うこと。 

   ア 搬入施設からの搬入に当たっては、「保育所における調理業務の委託について(平成

１０年２月１８日児発第８６号厚生省児童家庭局長通知)」の内容に十分留意すること。 

   イ 食を通じた乳幼児の健全育成については、「保育所における食を通じた子どもの健全

育成(いわゆる｢食育｣)に関する取組の推進について(平成１６年３月２９日雇児保発

第0329001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知)」、「第２次越谷市健康づ

くり行動計画・食育推進計画」等を参考にすること。 

   ウ 搬入施設については、認可基準条例第１８条第２項第１号及び第２号の規定により、

連携施設又は事業者と同一法人若しくは関連法人が運営する小規模保育事業所若しく

は事業所内保育事業所、社会福祉施設、医療機関等であること。すでに搬入施設が外

部搬入しており当該外部搬入先から搬入するような、搬入施設を介した外部搬入につ

いては、食事提供の責任は事業者にあること、管理者が業務上必要な注意を果たし得
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る体制及び契約内容を確保する必要があることから、認められない。 

   エ ウの規定にかかわらず、家庭的保育者が自身の居宅において家庭的保育事業を実施

する場合については、認可基準条例第１８条第２項第３号の規定により、保育所、幼

稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、市長が適当と認め

るものから食事を搬入することができる。当該事業者の適否の判断に際しては、調理

業務の受託実績等により判断するものとし、特に、家庭的保育事業が３歳未満の乳幼

児を対象とする事業であることに鑑み、離乳食等にも適切に対応できるものでなけれ

ばならない。 

  ⑷ 調理する者に対する綿密な注意 

    家庭的保育事業等において調理又は調乳を担当する職員については、定期的な健康診

断に加え、月に１回以上の検便を実施すること。また、労働安全衛生規則(昭和４７年労

働省令第３２号)に従い、雇入れの際又は調理若しくは調乳業務への配置換えの際の検便

を適切に実施し、検査結果を確認した上で調理又は調乳業務に従事させること。 

  ⑸ 居宅訪問型保育事業の適用除外 

    居宅訪問型保育事業は保育を必要とする乳幼児の居宅での保育であり、当該乳幼児の

保護者が食事を用意し、居宅訪問型保育事業者は食事の提供を行わないことから、⑴か

ら⑷までの規定については、居宅訪問型保育事業には適用しない。 

 ５ 苦情解決 

   認可基準条例第２３条第１項の措置については、「社会福祉事業の経営者による福祉サー

ビスに関する苦情解決の仕組みの指針(平成１２年６月７日厚生省大臣官房障害保健福祉

部長・社会･援護局長・老人保健福祉局長・児童家庭局長通知別紙)」に準じ、適切な措置

を講ずること。 

 

第８ 連携施設 

   事業者(居宅訪問型保育事業者を除く。)は認可基準条例第７条の規定により、別表６に

掲げる事項に係る連携協力を行う連携施設を確保することとし、連携内容を明確にした協

定書、契約書等を連携施設と締結すること。 

   連携施設の確保が困難である場合は、認可基準条例附則第２項の規定により令和６年度

末までに連携施設を確保すればよいものとする。 

 

第９ 地域型保育給付費の額の算定に係る基準 

   事業者は、子ども・子育て支援法第２９条第１項に規定する地域型保育給付費の支給に

係る事業を行う者として市の確認を受けることから、職員の配置及び運営の内容について

は、第６及び第７に掲げる要件を満たすほか、「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用

教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する

費用の額の算定に関する基準等(平成２７年内閣府告示第４９号)」において必要とされる

要件を満たすこと。 
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   附 則(平成２７年６月１日市長決裁) 

 この基準は、市長決裁の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

   附 則(平成２８年６月７日市長決裁) 

 この基準は、市長決裁の日から施行する。 

   附 則(平成３０年３月２９日市長決裁) 

 この基準は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則(令和元年１０月２８日市長決裁) 

 この基準は、市長決裁の日から施行する。 

   附 則(令和２年３月３１日市長決裁) 

 この基準は、市長決裁の日から施行する。 

   附 則(令和２年１２月２８日市長決裁) 

 この基準は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表１ 社会福祉法人等が事業者となる場合の要件 

 

 １ 児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に掲げられた基準に該当しないこと。 

 ２ 認可基準条例第９条に抵触しないこと。 

 ３ 家庭的保育事業等の運営については、事業者が経営する事業の全体の財務内容が不健全

でなく、事業を運営するに当たって安定性が見込まれなければならないこと。次のいずれ

かに該当する場合は、少なくとも財務内容が不健全でないことに当たらない。 

  ⑴ 直近の会計年度において債務超過(負債総額が資産総額を超えていることをいう。以下

同じ。)となっている。 

  ⑵ 直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上している。 

  ⑶ 租税公課を滞納している。 

 ４ 国又は地方公共団体以外の者から土地又は建物の貸与を受けて家庭的保育事業等を行う

場合は、別表３に掲げる要件のうち、１から３及び５(居宅訪問型保育事業を行う場合にあ

っては、２、３及び５)を全て満たすこと。 

 ５ 認可を受けるにあたり、別表５の１に掲げる条件を遵守できること。  
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別表２ 社会福祉法人等以外の者が事業者となる場合の要件 

 

 １ 家庭的保育事業等を行うために必要な経済的基礎として、次に掲げる要件をいずれも満

たすこと。 

  ⑴ 事業者(居宅訪問型保育事業者を除く。)は、事業所(居宅訪問型保育事業所を除く。)

の用に供する土地及び建物いずれについても、所有権を有し、又は国若しくは地方公共

団体から貸与若しくは使用許可を受けていること。国又は地方公共団体以外の者から貸

与を受けて家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。)を行う場合は、別表３に掲

げる要件を満たすこと。居宅訪問型保育事業を行う場合であって、居宅訪問型保育事業

の用に供する土地又は建物について国又は地方公共団体以外の者から貸与を受ける場合

は、別表３に掲げる要件のうち、２、３及び５を満たすこと。 

  ⑵ 家庭的保育事業等の年間事業費の１２分の２以上に相当する資金を、普通預金、当座

預金等により有していること。 

  ⑶ 直近の会計年度において、家庭的保育事業等を経営する事業以外の事業を含む当該主

体全体の財務内容について、債務超過でないこと、３年以上連続して損失を計上してい

ないこと、租税公課を滞納していないこと等財務内容が適正であること。 

 ２ 家庭的保育事業等の経営者(その者が法人である場合にあっては、当該法人の経営担当役

員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。)とする。以下同

じ。)が社会的信望を有すること。 

 ３ 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。(⑴及び⑵

のいずれにも該当するか、又は⑶に該当すること。) 

  ⑴ 実務を担当する幹部職員が保育所並びに保育所以外の児童福祉施設、認定こども園、

幼稚園、家庭的保育事業等及び越谷市家庭保育室(廃止前の越谷市家庭保育条例によるも

のをいう。)において２年以上勤務した経験を有する者若しくはこれと同等以上の能力を

有すると認められる者であること又は経営者に社会福祉事業について知識経験を有する

者を含むこと。 

  ⑵ 小規模保育事業所及び定員６人以上の事業所内保育事業所にあっては、社会福祉事業

の知識経験を有する者、保育サービスの利用者(これに準ずる者を含む。⑶において同

じ。)及び実務を担当する幹部職員を含む運営委員会(事業の運営に関し、当該事業者の

相談に応じ、又は意見を述べる委員会をいう。)を設置すること。 

  ⑶ 経営者に、保育サービスの利用者及び実務を担当する幹部職員を含むこと。 

 ４ 法第３４条の１５第３項第４号に掲げられた基準に該当しないこと。 

 ５ 認可基準条例第９条に抵触しないこと。 

 ６ 認可を受けるにあたり、別表５の２に掲げる条件を遵守できること。  
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別表３ 国又は地方公共団体以外の者から土地又は建物の貸与を受けて家庭的保育事業等を行

う場合の要件 

 

 １ 貸与を受けている土地又は建物について、地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登

記すること。ただし、次のいずれかに該当し、安定的な事業の継続の確保が図られると市

長が判断する場合は、この限りでない。 

  ⑴ 次に掲げるいずれかに該当すること。 

   ア 建物の賃貸借期間が賃貸借契約書において１０年以上とされていること。 

   イ 建物の賃貸借期間が１０年未満であっても事業者が希望すれば更新が可能であり、

通算１０年以上の賃貸借期間を確保できる見込みがあること。 

  ⑵ 貸主が地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人又は地域における基幹的交通事業者等

の信用力の高い主体であること。 

 ２ 賃借料が、地域の水準に照らして適正な額以下であること。 

 ３ 安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されていること。 

 ４ ３とは別に、１年間の賃借料の２分の１に相当する額の資金を安全性があり、かつ換金

性の高い形態(普通預金、定期預金、国債等)により保有していること。 

 ５ 賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されていること。 
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別表４ 事業所の構造、設備等の基準 

 １ 家庭的保育事業 

設備区分 基準設備・面積等 

乳幼児の 

保育を行う

専用の部屋 

⑴ 乳幼児の保育を行う専用の部屋の面積は、９.９㎡(定員が４人の場合

は１３.２㎡、５人の場合は１６.５㎡)以上とし、当該面積については、

有効面積で確保すること。有効面積の算定に当たっては、内法面積から

押入れ、ロッカー、収納スペース等の造付け・固定造作物の面積を控除

すること。 

⑵ ほふくをする乳幼児とほふくをしない乳幼児を同じ部屋で保育する

場合は、ベビーフェンス、ベビーベッド等で区画すること。 

⑶ 設置階は１階とする。当該設置階の判断に当たっては、避難階(直接

地上へ通ずる出入口のある階をいう。以下同じ。)を１階とするものと

し、人口地盤及び立体的遊歩道が事業所を設置する建物の途中階に接続

し、当該階が避難階と認められる場合にあっては、当該階を１階とみな

すことができる。 

⑷ 保育に必要な遊具を備えること。 

調理設備 ⑴ 給食の量に応じた設備及び面積を有し、乳幼児が簡単に立ち入ること

がないようベビーフェンス等で区画され、衛生的な状態が保たれている

こと。 

⑵ 調理設備の具体例は、次に掲げるものであること。 

 ア 冷凍冷蔵庫があること。当該冷凍冷蔵庫は、検食をマイナス２０℃

以下で２週間以上保存可能であることが望ましい。 

 イ シンクがあること。 

 ウ 給食の量に応じた数のコンロがあること。 

 エ 調理台及び配膳台があること。配膳台は、配膳車と兼ねることがで

きる。 

 オ オーブンがあることが望ましいこと。当該オーブンは、電子レンジ

に付属する機能で可とする。 

 カ 手洗い器、食器消毒保管庫、食器洗浄機があることが望ましいこと。 

⑶ 連携施設等からの外部搬入の場合は、再加熱を行うための設備、冷蔵

庫等の保存のための設備、給食を配膳するための適切な用具及びスペー

ス、体調不良児等の対応に支障が生じない設備等を有すること。 

便所 ⑴ 便所は、保育を行う専用居室及び調理設備と区画されており、かつ乳幼

児が安全に使用することができるものであること。 

⑵ 設置階は１階とする。 

屋外遊戯に

適した庭 

⑴ 面積は、満２歳以上の幼児１人につき３.３㎡あり、幼児が実際に遊

戯可能な面積であること。 

⑵ 事業所付近にある公園、広場、寺社境内等を屋外遊戯に適した庭とし

て使用する場合の要件は、次に掲げるとおりとする。 

 ア 屋外活動及び移動に当たっての安全が確保されており、事業所から

の距離が、日常的に幼児が使用できる程度(事業所から幼児同伴で徒

歩１０分程度の範囲内にあること。以下同じ。)であること。 

 イ 公園、広場、寺社境内等の所有権等を有する者が地方公共団体、公

共的団体その他地域の実情に応じて信用力の高い主体であり、事業者

による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体であ

ること。 
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 ２ 小規模保育事業 

設備区分 基準設備・面積等 

保育室等 

(乳児室、 

 ほふく室、 

保育室、 

遊戯室) 

⑴ 保育室等の面積は、乳幼児１人につき３.３㎡以上とし、当該面積につ

いては、それぞれ有効面積で確保すること。有効面積の算定に当たって

は、内法面積から押入れ、ロッカー、収納スペース等の造付け・固定造

作物の面積を控除すること。 

⑵ 乳児室とほふく室は別に設けることが望ましいが、別に設けることが

できない場合は、ベビーフェンス、ベビーベッド等で区画すること。 

⑶ 設置階は１階とする。当該設置階の判断に当たっては、避難階を１階

とするものとし、人口地盤及び立体的遊歩道が事業所を設置する建物の

途中階に接続し、当該階が避難階と認められる場合にあっては、当該階

を１階とみなすことができる。 

⑷ 保育に必要な遊具を備えること。 

調理設備 ⑴ 給食の量に応じた設備及び面積を有し、乳幼児が簡単に立ち入ること

がないようベビーフェンス等で区画され、衛生的な状態が保たれている

こと。 

⑵ 調理設備の具体例は、次に掲げるものであること。 

 ア 冷凍冷蔵庫があること。当該冷凍冷蔵庫は、検食をマイナス２０℃

以下で２週間以上保存可能であること。 

 イ シンクがあること。当該シンクは、複槽式シンクであることが望ま

しい。 

 ウ 給食の量に応じた数のコンロがあること。 

 エ 調理台及び配膳台があること。配膳台は、配膳車と兼ねることがで

きる。 

 オ オーブンがあることが望ましいこと。当該オーブンは、電子レンジ

に付属する機能で可とする。 

 カ 手洗い器、食器消毒保管庫、食器洗浄機があることが望ましいこと。 

⑶ 連携施設等からの外部搬入の場合は、再加熱を行うための設備、冷蔵

庫等の保存のための設備、給食を配膳するための適切な用具及びスペー

ス、体調不良児等の対応に支障が生じない設備等を有すること。 

便所 ⑴ 便所は、保育室等及び調理設備と区画されており、かつ乳幼児が安全

に使用することができるものであること。 

⑵ 便所用の手洗設備が設けられていること。 

⑶ 認可定員に応じて幼児用の便器を設置することとし、その目安は満２

歳以上の幼児１５人につき１据とする。 

⑷ 汚物処理設備を設けることが望ましいこと。 

屋外遊戯場 ⑴ 屋外遊戯場の面積は、満２歳以上の幼児１人につき３.３㎡あり、幼児

が実際に遊戯可能な面積であること。 

⑵ 事業所付近にある公園、広場、寺社境内等を屋外遊戯場として使用す

る場合の要件は、次に掲げるとおりとする。 

 ア 屋外活動及び移動に当たっての安全が確保されており、事業所から

の距離が、日常的に幼児が使用できる程度であること。 

 イ 公園、広場、寺社境内等の所有権等を有する者が地方公共団体、公

共的団体その他地域の実情に応じて信用力の高い主体であり、事業者

による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体である

こと。 
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 ３ 保育所型事業所内保育事業 

設備区分 基準設備・面積等 

保育室等 

(乳児室、 

 ほふく室、 

保育室、 

遊戯室) 

⑴ 乳児及び満２歳に満たない幼児は満２歳以上の幼児と発育・発達程度、

生活リズム等が異なるため、乳児室又はほふく室は保育室とは別の区画

とすることが望ましいこと。 

⑵ 乳児室又はほふく室の面積は乳児及び満２歳に満たない幼児１人につ

き３.３㎡以上、保育室又は遊戯室の面積は満２歳以上の幼児１人につき

１.９８㎡以上とし、当該面積については、それぞれ有効面積で確保する

こと。有効面積の算定に当たっては、内法面積から押入れ、ロッカー、

収納スペース等の造付け・固定造作物の面積を控除すること。 

⑶ 乳児室とほふく室は別に設けることが望ましいが、別に設けることが

できない場合は、ベビーフェンス、ベビーベッド等で区画すること。 

⑷ 保育に必要な遊具を備えること。 

調乳室 乳児用設備として、調乳室を設けること。調乳室は、独立の室であること

が望ましいが、乳児室又はほふく室の内部を区画する方法であっても可と

する。 

沐浴室 乳児及び満２歳に満たない幼児用設備として、沐浴室を設けること。乳児

及び満２歳に満たない幼児用便所、乳児室又はほふく室の内部を区画する

方法であっても可とする。 

医務室 静養できる機能を有し、医薬品等を常備する医務室を設けること。カーテ

ン等で区画することができれば、事務室等との兼用も可とする。社員用の

医務室を乳幼児用の医務室として活用する場合は、乳幼児の傷病時に適切

に対応できること。 

調理室等 ⑴ 隔壁で区画され、衛生的な状態が保たれていること。 

⑵ 汚染作業区域と非汚染作業区域とを明確に区別するため、原則として、

検収場所、食品保管庫、下処理室、調理室前室、調理室を設けること。

検収場所は下処理室との兼用も可とする。 

⑶ 原則として、手洗い設備が各作業区域の入り口にあること。 

⑷ 調理室は、給食の量に応じた設備及び面積を有し、調理設備の具体例

は、次に掲げるものであること。 

 ア 検食をマイナス２０℃以下で２週間以上保存できる設備があるこ

と。 

 イ シンクは、用途別に相互汚染しないよう設けること。 

 ウ 給食の量に応じた数のコンロがあること。 

 エ 調理台及び配膳台があること。配膳台は、配膳車と兼ねることがで

きる。 

⑸ 食器消毒保管庫等の調理器具、食器等が外部から汚染されない構造の

保管設備を設けること。 

⑹ 調理員用の便所は、原則として、別に設けること。 

⑺ 定員３０人以下の事業所であって⑵、⑶、⑷イ、⑸及び⑹によりがた

い場合は、汚染作業と非汚染作業を明確に区分し食材の相互汚染を防止

するなど、必要な措置をとること。 

⑻ 事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事業場に附属して設

置する炊事場を調理室として利用する場合は、離乳食やアレルギー対応

など乳幼児に対する食事の提供が適切に行われる必要があること。 

⑼ 連携施設等からの外部搬入の場合は、再加熱を行うための設備、冷蔵

庫等の保存のための設備、給食を配膳するための適切な用具及びスペー

ス、体調不良児等の対応に支障が生じない設備等を有すること。 

 

便所 ⑴ 便所は、保育室等及び調理室と区画されており、かつ乳幼児が安全に

使用することができるものであること。 

⑵ 便所用の手洗設備が設けられていること。 
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⑶ 認可定員に応じて幼児用の便器を設置することとし、その目安は満２

歳以上の幼児１５人につき１据とする。 

⑷ 乳児及び満２歳に満たない幼児用に汚物処理設備を設けることが望ま

しいこと。 

屋外遊戯場 ⑴ 屋外遊戯場の面積は、満２歳以上の幼児１人につき３.３㎡あり、幼児

が実際に遊戯可能な面積であること。 

⑵ 事業所付近にある公園、広場、寺社境内等を屋外遊戯場として使用す

る場合の要件は、次に掲げるとおりとする。 

 ア 屋外活動及び移動に当たっての安全が確保されており、事業所から

の距離が、日常的に幼児が使用できる程度であること。 

 イ 公園、広場、寺社境内等の所有権等を有する者が地方公共団体、公

共的団体その他地域の実情に応じて信用力の高い主体であり、事業者

による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体である

こと。 

⑶ 屋上を屋外遊戯場として使用する場合の要件は、次に掲げるとおりと

する。 

 ア 保育所保育指針に示された保育内容の指導が、効果的に実施できる

ような環境とするよう配慮すること。 

 イ 当該建物は、耐火建築物であること。 

 ウ 屋上施設として、便所、水飲み場等を設けること。 

 エ 職員、消防機関等による救出に際して、支障のない程度の階数の屋

上であること。 

 オ 屋上から地上又は避難階に直通する避難用階段が設けられているこ

と。 

 カ 屋上への出入口の扉は、特定防火設備に該当する防火戸であること。 

 キ 油その他の引火性の強いものを置かないこと。 

 ク 屋上の周囲には金網を設けるものとし、その構造は、上部を内側に

湾曲させる等乳幼児の転落防止に適したものとすること。 

 ケ 警報設備は、屋上にも通ずるものとし、屋上から非常を知らせる設

備についても配慮すること。 

 コ 消防機関との連絡を密にし、防災計画等について指導を受けること。 

保育室等を

２階以上に

設ける場合

の基準 

⑴ 保育室等を建物の２階以上に設ける場合、認可基準規則第７条に基づ

いて備えるべき設備については、次の要件を満たすこと。 

 ア 保育室等を２階以上の複数階にわたり設ける場合は、その事業所の

構造設備の全てについて、最も高い階に設ける場合の基準を満たすこ

と。 

 イ 認可基準規則第７条第３号に規定する歩行距離は、保育室等の最も

遠い部分から測定すること。 

⑵ 保育室等の設置階の判断に当たっては、避難階を１階とするものとし、

人口地盤及び立体的遊歩道が事業所を設置する建物の途中階に接続し、

当該階が避難階と認められる場合にあっては、当該階を１階とみなすこ

とができる。 
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 ４ 小規模型事業所内保育事業 

設備区分 基準設備・面積等 

保育室等 

(乳児室、 

 ほふく室、 

保育室、 

遊戯室) 

⑴ 保育室等の面積は、乳幼児１人につき３.３㎡以上とし、当該面積につ

いては、それぞれ有効面積で確保すること。有効面積の算定に当たって

は、内法面積から押入れ、ロッカー、収納スペース等の造付け・固定造

作物の面積を控除すること。 

⑵ 乳児室とほふく室は別に設けることが望ましいが、別に設けることが

できない場合は、ベビーフェンス、ベビーベッド等で区画すること。 

⑶ 保育に必要な遊具を備えること。 

調理設備 ⑴ 給食の量に応じた設備及び面積を有し、乳幼児が簡単に立ち入ること

がないようベビーフェンス等で区画され、衛生的な状態が保たれている

こと。 

⑵ 調理設備の具体例は、次に掲げるものであること。 

 ア 冷凍冷蔵庫があること。当該冷凍冷蔵庫は、検食をマイナス２０℃

以下で２週間以上保存可能であること。 

 イ シンクがあること。当該シンクは、複槽式シンクであることが望ま

しい。 

 ウ 給食の量に応じた数のコンロがあること。 

 エ 調理台及び配膳台があること。配膳台は、配膳車と兼ねることがで

きる。 

 オ オーブンがあることが望ましいこと。当該オーブンは、電子レンジ

に付属する機能で可とする。 

 カ 手洗い器、食器消毒保管庫、食器洗浄機があることが望ましいこと。 

⑶ 事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事業場に附属して設

置する炊事場を調理室として利用する場合は、離乳食やアレルギー対応

など乳幼児に対する食事の提供が適切に行われる必要があること。 

⑷ 連携施設等からの外部搬入の場合は、再加熱を行うための設備、冷蔵

庫等の保存のための設備、給食を配膳するための適切な用具及びスペー

ス、体調不良児等の対応に支障が生じない設備等を有すること。 

便所 ⑴ 便所は、保育室等及び調理設備と区画されており、かつ乳幼児が安全

に使用することができるものであること。 

⑵ 便所用の手洗設備が設けられていること。 

⑶ 認可定員に応じて幼児用の便器を設置することとし、その目安は満２

歳以上の幼児１５人につき１据とする。 

⑷ 汚物処理設備を設けることが望ましいこと。 

屋外遊戯場 ⑴ 屋外遊戯場の面積は、満２歳以上の幼児１人につき３.３㎡あり、幼児

が実際に遊戯可能な面積であること。 

⑵ 事業所付近にある公園、広場、寺社境内等を屋外遊戯場として使用す

る場合の要件は、次に掲げるとおりとする。 

 ア 屋外活動及び移動に当たっての安全が確保されており、事業所から

の距離が、日常的に幼児が使用できる程度であること。 

 イ 公園、広場、寺社境内等の所有権等を有する者が地方公共団体、公

共的団体その他地域の実情に応じて信用力の高い主体であり、事業者

による安定的かつ継続的な使用が確保されると認められる主体である

こと。 

⑶ 屋上を屋外遊戯場として使用する場合の要件は、次に掲げるとおりと

する。 

 ア 保育所保育指針に示された保育内容の指導が、効果的に実施できる

ような環境とするよう配慮すること。 

 イ 当該建物は、耐火建築物であること。 

 ウ 屋上施設として、便所、水飲み場等を設けること。 

 エ 職員、消防機関等による救出に際して、支障のない程度の階数の屋
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上であること。 

 オ 屋上から地上又は避難階に直通する避難用階段が設けられているこ

と。 

 カ 屋上への出入口の扉は、特定防火設備に該当する防火戸であること。 

 キ 油その他の引火性の強いものを置かないこと。 

 ク 屋上の周囲には金網を設けるものとし、その構造は、上部を内側に

湾曲させる等乳幼児の転落防止に適したものとすること。 

 ケ 警報設備は、屋上にも通ずるものとし、屋上から非常を知らせる設

備についても配慮すること。 

 コ 消防機関との連絡を密にし、防災計画等について指導を受けること。 

保育室等を

２階以上に

設ける場合

の基準 

⑴ 保育室等を建物の２階以上に設ける場合、認可基準規則第７条に基づ

いて備えるべき設備については、次の要件を満たすこと。 

 ア 保育室等を２階以上の複数階にわたり設ける場合は、その事業所の

構造設備の全てについて、最も高い階に設ける場合の基準を満たすこ

と。 

 イ 認可基準規則第７条第３号に規定する歩行距離は、保育室等の最も

遠い部分から測定すること。 

⑵ 保育室等の設置階の判断に当たっては、避難階を１階とするものとし、

人口地盤及び立体的遊歩道が事業所を設置する建物の途中階に接続し、

当該階が避難階と認められる場合にあっては、当該階を１階とみなすこ

とができる。 
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別表５ 認可の条件 

 

 １ 社会福祉法人等に対する条件 

  ⑴ 児童福祉法、子ども・子育て支援法、認可基準条例、確認基準条例その他関係法令及

びこの基準に定める基準を維持するために、事業者に対して必要な報告を求めた場合に

は、これに応じること。 

  ⑵ 確認基準条例第５２条により準用された同条例第３５条の規定を踏まえ、社会福祉法

人会計基準(学校法人にあっては学校法人会計基準)に基づき、家庭的保育事業等を経営

する事業に係る区分を設けること。 

  ⑶ 毎会計年度終了後３か月以内に、会計に関し市が必要と認める書類に、家庭的保育事

業等を経営する事業に係る現況報告書を添付して、市長に対して提出すること。 

 

 ２ 社会福祉法人等以外の者に対する条件 

  ⑴ 児童福祉法、子ども・子育て支援法、認可基準条例、確認基準条例その他関係法令及

びこの基準に定める基準を維持するために、事業者に対して必要な報告を求めた場合に

は、これに応じること。 

  ⑵ 確認基準条例第５２条により準用された同条例第３５条の規定を踏まえ、収支計算書

又は損益計算書において、家庭的保育事業等を経営する事業に係る区分を設けること。 

  ⑶ 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、前号に定める区分ごとに、企業会

計の基準による「貸借対照表(流動資産及び流動負債のみを記載)」、「借入金明細書(別紙

１)」及び「基本財産及びその他の固定資産(有形固定資産)の明細書(別紙２)」を作成す

ること。 

  ⑷ 毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、家庭的保育事業等を経営する事

業に係る現況報告書を添付して、市長に対して提出すること。 

   ア 前会計年度末における貸借対照表、前会計年度の収支計算書又は損益計算書その他

会計に関し市長が必要と認める書類 

   イ 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、家庭的保育事業等を経営する事

業に係る前会計年度末における企業会計の基準による「貸借対照表(流動資産及び流動

負債のみを記載)」、「借入金明細書」及び「基本財産及びその他の固定資産(有形固定

資産)の明細書」 
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別表６ 連携協力事項 

 

 １ 保育内容の支援 

   認可基準条例第７条第１号に規定する保育の内容に関する支援については、３歳児に近

い２歳児に対する集団保育の体験機会の提供のほか、具体的な連携内容の例として次に掲

げる内容等が想定される。それぞれの事業者(居宅訪問型保育事業者を除く。以下同じ。)

においては、当該提供する保育の内容等を踏まえ、連携施設からの必要な支援内容を設定

すること。ただし、保育所型事業所内保育事業者については、保育内容の支援に係る連携

施設を確保する義務はない。 

  ⑴ 食事の提供に関する支援 

    連携施設から食事を搬入する場合にあっては、連携施設が献立を作成し、離乳食対応

やアレルギー児対応、体調不良児対応等を含め、食事の調理、搬入を行うこと。事業所(居

宅訪問型保育事業所を除く。以下同じ。)における自園調理の場合にあっては、連携施設

が献立作成に関する助言等を行うこと。 

  ⑵ 嘱託医に関する支援 

    連携施設と事業者で同一の嘱託医に委嘱し、必要に応じ、連携施設と事業者の合同で

健康診断を行うこと。 

  ⑶ 園庭開放、合同保育等に関する支援 

    連携施設の運営に支障のない範囲で、園庭、運動場、屋外遊戯場を開放し、合同によ

る保育を行うこと。特に、集団保育の必要性が生じてくる２歳児について、３歳児から

の集団保育への円滑な移行のため、定期的な合同保育の場を設けること。このほか、発

達に遅れのある可能性がある乳幼児の早期発見、保護者・家庭支援に係る助言・相談を

行うこと。 

 

 ２ 代替保育の提供 

  ⑴ 事業所の職員の病気、休暇の取得、研修への参加等により保育を提供することができ

ない場合に、必要に応じて代わって保育を提供すること。ただし、保育所型事業所内保

育事業者については、代替保育の提供に係る連携施設を確保する義務はない。 

  ⑵ 代替保育の提供に係る連携施設は、原則、認定こども園、幼稚園又は保育所である必

要があるが、認可基準条例第７条第２項及び第３項の規定により、認定こども園、幼稚

園又は保育所以外のものを代替保育の提供に係る連携協力を行う者として確保すること

ができる。この場合において、当該協力を行う者との間で、連携内容を明確にした協定

書、契約書等を締結し、認可基準条例第７条第２項各号に掲げる要件を明示すること。 

  ⑶ 認可基準条例第７条第３項第２号の事業の規模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業

者等と同等の能力を有すると市長が認める者は、次に掲げるとおりとする。この場合に

おいて、当該小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市長が認める者が連

携協力する事業所に職員を派遣するときは、当該職員は、保育士又は子育て支援員研修
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(基本研修及び専門研修(地域保育コース(地域型保育)))の修了者のほか、看護師、准看

護師、保健師又は助産師とするものとし、当該看護師、准看護師、保健師又は助産師に

ついては、乳幼児保育の経験がある者又は乳幼児保育の研修を受けている者が望ましい。 

   ア 小規模保育事業者又は事業所内保育事業者 

   イ 第２種社会福祉事業である一時預かり事業を運営する者 

   ウ 同一法人又は関連法人であって社会福祉施設、児童福祉施設等を運営する者 

   エ 企業主導型保育事業所(子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成

を受けている者の設置する施設をいい、児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業

務を目的とするものに限る。以下同じ。)を運営する者 

 

 ３ 卒園後の受入れ先の設定 

  ⑴ 卒園後の確実な受入れ先があることにより、保護者の安心、ひいては事業の安定性の

確保につながることから、当該受入れ先の確保をすること。ただし、事業所内保育事業

所を利用する者のうち、従業員枠利用者については、卒園後の受入れ先として連携施設

を確保する義務はない。 

  ⑵ 卒園後の受入れ先としての連携施設は、原則、認定こども園、幼稚園又は保育所であ

る必要があるが、認可基準条例第７条第４項及び第５項の規定により、定員２０人以上

の企業主導型保育事業所又は地方公共団体から運営費補助を受けている認可外保育施設

のうち、市長が適当と認めるものを卒園後の受入れ先に係る連携協力を行う者として確

保することができる。この場合において、当該協力を行う者との間で、連携内容を明確

にした協定書、契約書等を締結すること。 

  ⑶ 認可基準条例第７条第５項の市長が適当と認めるものは、次に掲げる要件を全て満た

していること。 

   ア ３歳以上の就学前児童について定員を設定し、恒常的に３歳以上の就学前児童を受

け入れていること。 

   イ 事業所と連携する際は、当該事業所の卒園児の利用枠を設けること。 

   ウ 市内の認定こども園の園庭、幼稚園の運動場及び保育所の屋外遊戯場の整備状況を

踏まえ、外遊びや全身運動の機会を十分確保すること。 

   エ ３歳以上の就学前児童の教育･保育について、保育所保育指針等に準じて行われてい

ること。特に、保育所保育指針等において、保育所等と小学校との連携に関し「幼児

期の終わりまでに育って欲しい姿」を共有する等の記載が追加されたことを踏まえ、

当該施設が行う就学前教育･保育と小学校教育との円滑な接続に資するような工夫が

されていること。(小学校以降の教育は、「教科」があり、科学や国語といった教科に

根ざしたある特定の視点や思考の枠組みを培っていくものとされる。一方、幼児期の

教育は、教科ではなく環境を通して行う教育・保育であり、特定の視点に立つのでは

なくありのままを受け止め、幼児の体験を重視し、根源的な心の気付きを重視するも

のとされている。就学前教育･保育は、これらの違いを踏まえるとともに、小学校以降
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の教育を見通して、実践していく必要があることに留意すること。) 

  ⑷ ⑶のア、ウ及びエの規定は、認可基準条例第４４条第２項の規定により卒園後の受入

れ先としての連携施設を確保する義務がないこととされている特例保育所型事業所内保

育事業者について準用する。この場合において、⑶の規定中「第７条第５項」とあるの

は「第４４条第２項」と、⑶のエの規定中「当該施設」とあるのは「当該特例保育所型

事業所内保育事業者」と読み替えるものとする。 
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別紙１         借入金明細書(短期運営資金借入金を除く) 

自  年  月  日 
至  年  月  日 

(単位：円) 

区

分 
借入先 区分 

期首 

残高 

① 

当期 

借入金 

② 

当期 

償還額 

③ 

差引期末残高 

元金償還 

補助金 
利率％ 

支払利息 

返済期限 使途 

担保資産 

④＝①＋②－③ 

(うち1年以内 

償還予定額) 

当期 

支出額 

利息補助

金収入 
種類 

地番 

または内容 

帳簿 

価額 

設
備
資
金
借
入
金 

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

計    
 

(     ) 
         

長
期
運
営
資
金
借
入
金 

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

     
 

(     ) 
         

計    
 

(     ) 
         

合計    
 

(     ) 
         

 

別紙２       基本財産及びその他の固定資産(有形固定資産)の明細書 

自  年  月  日 
至  年  月  日 

区分              

資産の種類及び名

称 

期首帳簿価額 

(A) 

当期増加額 

(B) 

当期減価償却額 

(C) 

当期減少額 

(D) 

期末帳簿価額 

(E＝A＋B－C－D) 

減価償却累計額 

(F) 

期末取得原価 

(G＝E＋F) 
摘要 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 
うち国庫補
助金等の額 

 

基本財産 

(有形固定資産) 

 

 
              

 土地                

 建物                

 基本財産合計                

                

その他の固定資産 

(有形固定資産) 
               

 土地                

 建物                

 車輌運搬費                

 ○○○                

その他の固定資産(有形

固定資産)合計 
               

                

基本財産及びその他の

固定資産(有形固定資

産)計 

               

将来入金予定の償還補助金の額                

差  引                
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越谷市の延長保育に係る利用者負担について 

 

 延長保育に係る利用者負担については、越谷市の公立保育所では以下のような取扱いをして

います。 

 公立保育所以外の私立保育園や地域型保育事業所においても、この取扱いに準じて運用して

いただいております。 

認定区分 延長保育利用時間 金額 

保 育 標 準 時 間

認 定 

午前７時００分～午前７時３０分 ２５０円/１回・３０分 

午後６時３０分～午後７時００分 ２５０円/１回・３０分 

保 育 短 時 間 

認 定 

午前７時００分～午前７時３０分 ２５０円/1 回・３０分 

午後５時３０分～午後６時３０分 ２５０円/１回・１時間 

午後６時３０分～午後７時００分 ２５０円/１回・３０分 

 

 

 

  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

越谷市 子ども家庭部 子ども施策推進課 小規模保育事業所公募担当 

電  話：０４８－９６３－９１６５（直通） 

Ｅ -Mail：kodomoshisaku@city.koshigaya.lg.jp 
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